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参考資料　（参考資料　（参考資料　（参考資料　（P33P33P33P33----55555555））））

1. １５年度総括：
(1) 「経営のコミットメント」の達成状況
(2)  施策の進捗状況

2. １６年度の経営方針
(1)　「バランスシートのクリーンアップ」総仕上げ
(2)　「戦略ビジネスにおける更なる攻勢」

3. １６年度計画・主要施策
(1) 貸出ボリュームの増強

–１６年度最大のテーマ-

(2) 中堅・中小企業向け貸出　　　
(3) 個人向けコンサルティング　
(4) 投資銀行ビジネス
(5) コンシューマー・ファイナンスの抜本的な強化

4. 持続的成長に向けて

パートⅡ　（パートⅡ　（パートⅡ　（パートⅡ　（P17P17P17P17----32323232））））

【BC単体】は、平成15年3月期については合併前の旧三井住友銀行※の計数（平成14年4月1日～平成15年3月16日）を含めて表示しております。
【FG連結】は、三井住友フィナンシャルグループの連結の計数を表示しております。
※旧三井住友銀行は、平成15年3月17日に旧わかしお銀行と合併
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1. 平成１６年３月期業績サマリー

(1)(1)(1)(1) 業務純益業務純益業務純益業務純益3333年連続年連続年連続年連続1111兆円以上を達成兆円以上を達成兆円以上を達成兆円以上を達成

(2)(2)(2)(2) 不良債権（前期比△不良債権（前期比△不良債権（前期比△不良債権（前期比△24,50124,50124,50124,501億円）・保有株式（約億円）・保有株式（約億円）・保有株式（約億円）・保有株式（約9,3009,3009,3009,300億円売却）の大幅削減を実現億円売却）の大幅削減を実現億円売却）の大幅削減を実現億円売却）の大幅削減を実現

(3)(3)(3)(3) 当期純利益当期純利益当期純利益当期純利益3,0113,0113,0113,011億円を計上億円を計上億円を計上億円を計上

（単位：億円）

＜自己資本比率＞

計画比*前期比16161616年年年年3333月期月期月期月期

15年3月末比16161616年年年年3333月末月末月末月末

+1,011+7,7943,0113,0113,0113,011当期純利益

+1▲1,13510,00110,00110,00110,001業務純益(一般貸引繰入前)

▲1,034+2,711▲▲▲▲8,0348,0348,0348,034クレジットコスト

-+7,3961,0391,0391,0391,039株式等損益

▲149+7,8231,8511,8511,8511,851経常利益

+0.87%11.36%11.36%11.36%11.36%BC単体

+1.27%11.37%11.37%11.37%11.37%FG連結

△110△630▲▲▲▲5,8405,8405,8405,840経費

▲109▲1,76515,84115,84115,84115,841業務粗利益

業務粗利益減少（▲1,765億円）内訳

経費削減（△630億円）内訳

増加
（収益増）

減少
（収益減）

（単位：億円）

削減
（収益増）

増加
（収益減）

（単位：億円）

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部門 +1,056

本社管理 ▲764

市場営業部門 ▲2,057

人件費 △326

物件費・税金 △304

*平成15年11月 公表の業績予想対比 【BC単体】　1



2. 業務部門別実績

前期比*1

（単位：億円）

粗 利 益
経 　 費

粗 利 益
経 　 費

粗 利 益
経 　 費

+1,4487,2197,2197,2197,219業務純益

⑤▲2,057
△46

3,7583,7583,7583,758
▲▲▲▲193193193193

市場営業部門

▲2,0113,5653,5653,5653,565業務純益

⑥▲764
△192

▲▲▲▲83838383
▲▲▲▲700700700700

本社管理*2

▲572▲▲▲▲783783783783業務純益

▲1,765
△630

15,84115,84115,84115,841
▲▲▲▲5,8405,8405,8405,840

合　計

▲1,13510,00110,00110,00110,001業務純益

+1,056
△392

+22

+13
△9

+133

+125
△8

+120

+110
△10

+636

+491
△145

+537

+317
△220

16161616年年年年3333月期月期月期月期

35353535業務純益

484484484484業務純益

1,4751,4751,4751,475業務純益

4,3014,3014,3014,301業務純益

924924924924業務純益

108108108108
▲▲▲▲73737373

粗 利 益
経 　 費

ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ本部

③1,7521,7521,7521,752
▲▲▲▲277277277277

粗 利 益
経 　 費

企業金融部門

④927927927927
▲▲▲▲443443443443

粗 利 益
経 　 費

国際部門

12,16612,16612,16612,166
▲▲▲▲4,9474,9474,9474,947

粗 利 益
経 　 費

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部門

②6,0426,0426,0426,042
▲▲▲▲1,7411,7411,7411,741

粗 利 益
経 　 費

法人部門

①3,3373,3373,3373,337
▲▲▲▲2,4132,4132,4132,413

粗 利 益
経 　 費

個人部門

①個人部門： 投信販売関連 ＋ 84
（＋317） 個人年金保険販売関連 ＋137

②法人部門： 対顧客ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ販売関連 ＋219
（＋491）　 為替・EB手数料 ＋ 49

ｼﾝｼﾞｹｰｼｮﾝ関連手数料 ＋ 51

③企金部門： 対顧客ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ販売関連 ＋ 51
（＋110） 　

④国際部門： ｱﾚﾝｼﾞﾒﾝﾄﾌｨｰ等 ＋ 62
（＋125）

⑤市営部門： ﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ収益 ▲ 2,132
（▲2,057） ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ収益 ＋ 83

⑥本社管理： 英国現法設立影響、
（▲764）　 問題先貸金の収益減少、

　　　　　　　　 配当減少
金利・為替影響　等

前期比粗利益増減主要因前期比粗利益増減主要因前期比粗利益増減主要因前期比粗利益増減主要因*1*1*1*1

*1 マーケティング部門の前期比は、金利・為替影響等を控除した行内管理ベース（控除したこれら影響額は本社管理で調整）。
*2 本社管理には、戦略金融部門を含む。 【BC単体】　2

（単位：億円）



ボリュームボリュームボリュームボリューム

利鞘利鞘利鞘利鞘

3. 貸出状況(1）

【BC単体】　3

（行内管理ベース）

▲ 0.1▲ 0.145.245.245.245.2除く国庫向貸出・リスク管理債権

▲ 1.019.519.519.519.5+ 0.6+ 0.120.320.320.320.3中堅・中小企業（法人部門）

▲ 0.98.78.78.78.7▲ 0.5▲ 0.38.28.28.28.2大企業（企業金融部門）

15151515年度年度年度年度16/316/316/316/3末残末残末残末残

14年度比15/9末比15/3末比

《平残》《末残》

+ 0.1

▲ 4.1

8.98.98.98.9

48.048.048.048.0国内貸出

+ 0.5自己居住用住宅ローン（個人部門）

▲3.450.550.550.550.5▲ 5.8

▲ 5bp

▲ 2bp

末利鞘増減

15年度 15年度14年度

14年度比平均利鞘末利鞘増減

+ 6bp

+ 10bp

+ 13bp

+ 24bp 158bp中堅・中小企業（法人部門）

94bp大企業（企業金融部門）

(単位:兆円)



【BC単体】　4

リスクテイク貸金リスクテイク貸金リスクテイク貸金リスクテイク貸金****取組額取組額取組額取組額 / / / / 残高残高残高残高

（単位：兆円）

自己居住用住宅ローン取組額自己居住用住宅ローン取組額自己居住用住宅ローン取組額自己居住用住宅ローン取組額 / / / / 残高残高残高残高

（単位：兆円）

0.00 .00 .00 .0

0 .50 .50 .50 .5

1 .01 .01 .01 .0

1 .51 .51 .51 .5

2 .02 .02 .02 .0

13年度13年度13年度13年度 14年度14年度14年度14年度 15年度15年度15年度15年度

7.07 .07 .07 .0

7 .57 .57 .57 .5

8 .08 .08 .08 .0

8 .58 .58 .58 .5

9 .09 .09 .09 .0

取組額（除くつなぎﾛｰﾝ） 年度末残高

0.00 .00 .00 .0

1 .01 .01 .01 .0

2 .02 .02 .02 .0

3 .03 .03 .03 .0

13年度13年度13年度13年度 14年度14年度14年度14年度 15年度15年度15年度15年度

0.00 .00 .00 .0

0 .50 .50 .50 .5

1 .01 .01 .01 .0

1 .51 .51 .51 .5

2 .02 .02 .02 .0

2 .52 .52 .52 .5

取組額 年度末残高

4. 貸出状況(2)

*ﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾚｸﾄﾛｰﾝ、Nﾌｧﾝﾄﾞ等

（取組額） （残高） （取組額） （残高）



　＜国内シンジケーション＞
　　　　　　　　　　　　14年度　　　　　 　　 15年度
　取組件数　　　　　　349件 →　　 　　490件
　金額　　　　　　45,559億円 →　　54,735億円

＜残高＞　 　　　　　　　　15/3末　　　　　 16/3末
投信（個人向け）： 　1.6兆円弱 →　1.9兆円強
個人年金保険*： 　　994億円 →　4,796億円
　　 *店頭販売額累計

5. 非金利収益

【BC単体】　5

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部門収益に占める割合
　

マーケティング部門収益・・・a
個人・法人・企業金融・国際・
ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞﾝｷﾝｸﾞの5部門の粗利益合計

非金利収益・・・b
役務取引等利益＋デリバティブ販売
関連収益等

非金利収益　実績推移非金利収益　実績推移非金利収益　実績推移非金利収益　実績推移 ①投信・個人年金保険手数料①投信・個人年金保険手数料①投信・個人年金保険手数料①投信・個人年金保険手数料

（単位：億円）

・長期金利上昇局面下、顧客の支払金利固定化
　ニーズを的確に捕捉。
・ 15年度増益の75％が金利系デリバティブ。

③対顧客デリバティブ販売関連収益③対顧客デリバティブ販売関連収益③対顧客デリバティブ販売関連収益③対顧客デリバティブ販売関連収益

②シンジケーション関連収益②シンジケーション関連収益②シンジケーション関連収益②シンジケーション関連収益

0

100

200

300

400

500

13年度 14年度 15年度

11,440 11,405

2,645
3,516

3,986
(+470)

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

13年度 14年度 15年度

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

（億円） （%）

（b／a）

（単位：億円）

（単位：億円）

0

50

100

150

200

250

300

13年度 14年度 15年度

④為替・④為替・④為替・④為替・EBEBEBEB手数料等手数料等手数料等手数料等

0

200

400

600

800

1000

13年度 14年度 15年度

（単位：億円）

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

13年度 14年度 15年度

23.1%

30.8%

32.8%32.8%32.8%32.8%

　　
　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　14年度　　　　 15年度
　　　　振込手数料： 658億円　　→　 691億円
　　　　EB手数料:         133億円　　→　 137億円

bbbb

aaaa

12,166



6. 経費

人件費（△326億円）

人員削減 △1,676人

従業員数

15/3末：24,024人 → 16/3末：22,348人

賞与ファンド削減 △13.4%

物件費・税金（△304億円）

店舗統廃合完了（16/3末：435ヶ店）、

システム統合完了、による削減効果の実現

前期比増減要因前期比増減要因前期比増減要因前期比増減要因

【BC単体】　6

4,019 3,931 3,627

2,765 2,539
2,213

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

13年度 14年度 15年度

人件費

物件費・税金

経費削減状況経費削減状況経費削減状況経費削減状況

（億円）

36.4%
粗利

経費率
36.9%36.7%

6,4706,784

（△326）

（△304）

5,840



5,2495,2495,2495,249 3,6163,6163,6163,616

29,823

21,295

12,027

24,397

26,069

12,469

4,9834,9834,9834,983
0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

 14/3  15/3  16/3

要管理債権
危険債権
破産更生等債権

7【BC単体】

7. 不良債権残高の削減

残高減少要因（残高減少要因（残高減少要因（残高減少要因（15151515年年年年3333月末比）月末比）月末比）月末比）金融再生法開示債権の推移金融再生法開示債権の推移金融再生法開示債権の推移金融再生法開示債権の推移

（億円）

52,613

59,203

28,112

（△13,600）

（△9,268）

△7,400・ 下位への劣化

+2,000②増加要因

+200・ 危険債権以下からの改善

+1,800・ その他要注意以上からの劣化

△2,100・ 売却・全額回収等

△15,600①減少要因

△6,100・ 再生等による改善等

ⅠⅠⅠⅠ. . . . 要管理債権：　△要管理債権：　△要管理債権：　△要管理債権：　△13,60013,60013,60013,600億円億円億円億円

+6,200②増加要因

+6,200・ 要管理先以上からの劣化

△6,200・ 売却・全額回収等

△4,900・ 下位への劣化

△15,500①減少要因

△4,400・ 区分の改善等

ⅢⅢⅢⅢ. . . . 破産更生等債権：　△破産更生等債権：　△破産更生等債権：　△破産更生等債権：　△1,6331,6331,6331,633億円億円億円億円

ⅡⅡⅡⅡ. . . . 危険債権：　△危険債権：　△危険債権：　△危険債権：　△9,2689,2689,2689,268億円億円億円億円

8.9% 5.0%8.4%不良債権比率



8. クレジットコスト

+658658658658658-特別損益分

+152----▲152債権売却損失引当金繰入額

+156▲▲▲▲8888▲164共同債権買取機構売却損

▲1,532▲▲▲▲3,0213,0213,0213,021▲1,489延滞債権売却損等

▲39----39特定海外債権引当勘定繰入額

+653653653653653-うち貸倒引当金戻入益

▲2,764▲▲▲▲2,7642,7642,7642,764-個別貸倒引当金繰入額

+3,754----▲3,754個別貸倒引当金繰入額

+3,3793,3793,3793,3793,379-一般貸倒引当金戻入益

臨時損益分

一般貸倒引当金繰入額

うち債権売却損失引当金戻入益 +5

+38

▲2,819

▲328

+2,381

+2,711

前期比

（単位：億円）

特定海外債権引当勘定戻入益

貸出金償却

38383838-

▲▲▲▲8,6928,6928,6928,692▲8,364

▲▲▲▲5,6635,6635,6635,663▲2,844

5555-

----▲2,381

▲▲▲▲8,0348,0348,0348,034▲10,745クレジットコスト

16161616年年年年3333月期月期月期月期15年3月期 クレジットコストの内訳：クレジットコストの内訳：クレジットコストの内訳：クレジットコストの内訳：
「「「「15151515年度予想」（年度予想」（年度予想」（年度予想」（15151515年年年年11111111月公表）対比月公表）対比月公表）対比月公表）対比

実績実績実績実績

15151515年度年度年度年度14年度

10,745

約7,700

約3,000

実績

8,0348,0348,0348,0347,000合　計

約約約約5,5005,5005,5005,5004,500
劣化

コスト等

約約約約2,5002,5002,5002,5002,500
ｵﾌﾊﾞﾗﾝｽ化

コスト

予想予想予想予想

【BC単体】　8



9. 株式等損益

その他有価証券の上場・店頭株式残高推移その他有価証券の上場・店頭株式残高推移その他有価証券の上場・店頭株式残高推移その他有価証券の上場・店頭株式残高推移

【BC単体】　9

+1,0001,5121,5121,5121,512512株式等売却益

+1,228▲▲▲▲366366366366▲1,594株式等売却損

前期比16161616年年年年3333月期月期月期月期15年3月期

（単位：億円）

+5,168▲▲▲▲107107107107▲5,275株式等償却

+7,3961,0391,0391,0391,039▲6,357株式等損益

持合解消実績持合解消実績持合解消実績持合解消実績

52,34852,34852,34852,348

28,03328,03328,03328,033

59,17959,17959,17959,179

30,68830,68830,68830,688

21,52221,52221,52221,522

60,11760,11760,11760,117

47,33947,33947,33947,339

29,16529,16529,16529,165

0000

10,00010,00010,00010,000

20,00020,00020,00020,000

30,00030,00030,00030,000

40,00040,00040,00040,000

50,00050,00050,00050,000

60,00060,00060,00060,000

70,00070,00070,00070,000

13/4(*)13/4(*)13/4(*)13/4(*) 14/314/314/314/3 15/315/315/315/3 16/316/316/316/3

取得原価取得原価取得原価取得原価

時価時価時価時価

（単位：億円）（単位：億円）

*旧さくら銀行と旧住友銀行の合併後計数（13年4月2日時点）

1,6001,6001,6001,600

4,8004,8004,8004,800
5,6005,6005,6005,600

4,5004,5004,5004,500

6,2006,2006,2006,200
3,7003,7003,7003,700

0000

2,0002,0002,0002,000

4,0004,0004,0004,000

6,0006,0006,0006,000

8,0008,0008,0008,000

10,00010,00010,00010,000

12,00012,00012,00012,000

13年度13年度13年度13年度 14年度14年度14年度14年度 15年度15年度15年度15年度

下期下期下期下期

上期上期上期上期

11,00011,00011,00011,000

6,1006,1006,1006,100
＜売却手法＞＜売却手法＞＜売却手法＞＜売却手法＞
　・市場売却　・市場売却　・市場売却　・市場売却
　・日銀売却　・日銀売却　・日銀売却　・日銀売却
　・自己株取得　・自己株取得　・自己株取得　・自己株取得
　　　　　　　　等　　　　　　　　等　　　　　　　　等　　　　　　　　等

9,3009,3009,3009,300



10. 臨時損益・特別損益　他

①東京都 税率 0.9% ： ▲55億円

大阪府 税率 0.9% ： ▲30億円

　（ともに条例改正後）

②退職給付未認識債務償却：

▲285億円

③廃止店舗の処分損等

④12年度から5年均等償却

⑤還付税金： 382億円

（12年度から3年間分）

還付加算金： 22億円

⑥繰延税金資産の増減： ▲76億円

土地再評価
繰延税金負債取崩： 26億円　

詳　細詳　細詳　細詳　細

【BC単体】　10

+7,7943,0113,0113,0113,011▲4,783当期純利益

((((▲▲▲▲149149149149））））

厚生年金基金の代行部分返上益 +591591591591591-

+653653653653653-貸倒引当金戻入益

+7,8231,8511,8511,8511,851▲5,972経常利益

+2,0751,3371,3371,3371,337▲738特別損益

+143▲▲▲▲119119119119▲262動産不動産処分損益

+7▲▲▲▲195195195195▲202退職給付会計基準変更時差異償却

+55555-債権売却損失引当金戻入益

+404404404404404-東京都銀行税還付税金・還付加算金

+9,8983,1883,1883,1883,188▲6,710税引前当期純利益

+276▲▲▲▲127127127127▲403法人税、住民税及び事業税

▲2,380▲▲▲▲505050502,330法人税等調整額

（＋（＋（＋（＋1,011)1,011)1,011)1,011)注）（　）は15年11月公表の予想比

（単位：億円）

▲7▲▲▲▲85858585▲78外形標準事業税

▲484▲▲▲▲41241241241272その他臨時損益

+7,3961,0391,0391,0391,039▲6,357株式等損益

▲328▲▲▲▲8,6928,6928,6928,692▲8,364不良債権処理額

+6,577▲▲▲▲8,1508,1508,1508,150▲14,727臨時損益

前期比16161616年年年年3333月期月期月期月期15年3月期

①

②

③

④

⑤

⑥



その他有価証券の評価損益状況その他有価証券の評価損益状況その他有価証券の評価損益状況その他有価証券の評価損益状況 繰延ヘッジ会計を適用しているデリバティブの概要繰延ヘッジ会計を適用しているデリバティブの概要繰延ヘッジ会計を適用しているデリバティブの概要繰延ヘッジ会計を適用しているデリバティブの概要

その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額

11. 有価証券ポートフォリオ・デリバティブ

【BC単体】　11

15年3月末比15年3月末比15年3月末比 15年3月末比15年3月末比

合計合計合計合計10年超5年超10年以内1年超5年以内1年以内

(単位:億円)16年3月末

+6,267

▲3,217

+11

▲1

+9,474

+9,484

▲811

▲3,132

▲141

+369

+2,093

+2,321

+27,506

+13,196

+3,106

+916

+10,288

+14,310

▲5,621

+873

▲69

▲49

▲6,376

▲6,494

43,314

4,264

39,050

30,114

3,014

1,221

12

25,867

27,100

社債

地方債

国債

合計

その他

債券

+2,90723,71823,71823,71823,718304,81817,649

+7,72052,33552,33552,33552,3353,86141,196

+15,480138,970138,970138,970138,97011,01832,01370,072

+1,2364,1784,1784,1784,17852,2191,943

+27,342219,201219,201219,201219,20114,914130,859

+19,622166,866166,866166,866166,86611,05389,664

▲189▲22429369696969その他

（単位：億円）16年3月末

評価損益評価損益評価損益評価損益

合計

+8,034▲6047,1156,5116,5116,5116,511株式

▲2,106▲1,181162▲▲▲▲1,0191,0191,0191,019債券

15年
3月末比評価損評価益

+5,739▲2,0097,5705,5615,5615,5615,561 1,177

73

39

1,065

負債

▲▲▲▲149149149149

▲▲▲▲50505050

▲▲▲▲24242424

▲▲▲▲75757575

ネットネットネットネット
資産資産資産資産

（単位：億円）16年3月末

金利ｽﾜｯﾌﾟ

ネットネットネットネット
繰延利益繰延利益繰延利益繰延利益

990

4747474715通貨ｽﾜｯﾌﾟ

1616161623その他

資産

▲▲▲▲5285285285281,028合計

▲▲▲▲591591591591



12. 平成１６年３月期 B/Sの状況

貸出金： 海外 ▲0.6兆円： 円高影響(▲0.3兆円)、

低採算アセットの削減等

国内 ▲5.8兆円： 国庫向け貸出減少、

リスク管理債権圧縮等

（除く国庫向け貸出・リスク管理債権）：

▲0.1兆円

有価証券：　　　　　　　　うち国債 + 1.5兆円

　　　　　　　　　　　　　　　うち外貨建債券 + 0.8兆円

繰延税金資産： 次ページご参照

預金： 流動性預金＋1.7兆円

　　　　うち個人預金 + 0.9兆円

　　　　うち法人預金 + 0.8兆円

利益剰余金： 当期純利益3,011億円

その他有価証券評価差額金：株式評価益増加　

前期末比増減要因前期末比増減要因前期末比増減要因前期末比増減要因

【BC単体】　12

+14,567600,674600,674600,674600,674586,107預金

▲43,737912,382912,382912,382912,382956,119負債

▲13,24135,89435,89435,89435,89449,135譲渡性預金

+5,53631,77731,77731,77731,77726,241社債

▲2,24115,90515,90515,90515,90518,146繰延税金資産

+5,91728,70928,70928,70928,70922,792資本

-5,6005,6005,6005,6005,600資本金

+29,362265,926265,926265,926265,926236,564有価証券

-12,37312,37312,37312,37312,373資本剰余金

+2,6166,7616,7616,7616,7614,145利益剰余金

▲64,723508,101508,101508,101508,101572,824貸出金

▲42811811811811853
土地再評価
差額金

前期末比16161616年年年年3333月末月末月末月末15年3月末

（単位：億円）

+3,3433,1643,1643,1643,164▲179
その他有価証券
評価差額金

▲37,821941,091941,091941,091941,091978,912資産



13【BC単体】

13. 繰延税金資産

将来発生所得からの見積り将来発生所得からの見積り将来発生所得からの見積り将来発生所得からの見積り繰延税金資産の計上繰延税金資産の計上繰延税金資産の計上繰延税金資産の計上

　　　　　　　30,900税引前当期純利益A

　　　　　　　42,569

　　　　　　　11,669

　　　　　　　54,500

今後5年間の見積り累計

（単位：億円）

業務純益
（一般貸倒引当金繰入前）

B 申告調整額
（除く16/3末一時差異の解消額）

調整前課税所得（A+B）

17,296調整前課税所得に対応する繰延税金資産額

その他有価証券評価差額金

繰越欠損金

有価証券有税償却

貸出金償却

貸倒引当金

△1,0116,959

△9,89110,566

△3,24254,055　　　繰延税金資産

△8,50747,925　　一時差異等残高

5,328

6,130

23,255

9,319

16/3末

＋5,265　　　繰延税金負債

＋5,328

＋14,325

△5,554

15/3末比

資　産

負　債

資　本
繰延税金資産

15,905

3,573

貸借対照表

評価性引当額

・税務上の
　　損金不算入額等
　（＝有税償却・引当）

　　　　 24,670

・税務上の
　　繰越欠損金

　　　　23,255

×実効税率

（40.63%）

47,925
一時差異等残高

15/3末比　△2,241億円
　･･･有価証券評価差額金に係る
　　　繰延税金負債+ 2,165億円が主因

15/3末比　△975億円
　･･･利益計上による一時差異解消が主因

15,905繰延税金負債等勘案後

（単位：億円）



14. 資本・自己資本比率

【FG連結】　14

+2,8645,6485,6485,6485,6482,784利益剰余金

▲ 2618,1408,1408,1408,1408,401 
海外特別目的会社の
発行する優先出資証券

+ 4,54934,16534,16534,16534,16529,616 Tier II*

+ 2,4942,4942,4942,4942,494-
その他有価証券含み益の
45%相当額

▲ 32685685685685717 
土地の再評価差額金の
45%相当額

+ 57,4017,4017,4017,4017,396 一般貸倒引当金

+ 1,8657,5567,5567,5567,5565,691 永久劣後債務

+21716,03016,03016,03016,03015,813 期限付劣後債務

+ 7,58567,37467,37467,37467,37459,789 BIS自己資本

+ 0.53%

+ 1.27%

+ 372

+122

-

+ 242

+ 3,157

15年3月末比

(単位：億円)

11.37%11.37%11.37%11.37%10.10%BIS自己資本比率

6.03%6.03%6.03%6.03%5.50%Tier I 比率

17,96317,96317,96317,96317,963 優先株

2,5082,5082,5082,5082,386 控除項目

16161616年年年年3333月末月末月末月末
（速報値）（速報値）（速報値）（速報値）

15年3月末

35,71635,71635,71635,71632,559 Tier I

----▲ 242
その他有価証券の
評価差額金

592,040592,040592,040592,040591,668 リスクアセット

*自己資本への算入額

連結当期純利益： +3,304億円

Tier ITier ITier ITier I

公募債発行
　・海外・永久劣後債（H15/8）： +8.5億ドル

（=898億円）
アジアリテール市場を主ターゲット

　・国内・期限付劣後債（H15/8,H16/2） ： +1,100億円

Tier IITier IITier IITier II

リスクアセットリスクアセットリスクアセットリスクアセット

約+ 5,000億円関西さわやか銀行合併影響

約▲17,000億円不良債権処理

約+ 8,000億円貸金増強（住宅ﾛｰﾝ、SME向け等）



15. 連結決算概況

①子銀行2行（みなと・関西アーバン）：
連単差の44%

三井住友カード： 連単差の15%

②三井住友カード： 連単差の46%

③三井住友銀リース： 連単差の97%

④保証会社、みなと銀、SMBCﾌｧｲﾅﾝｽｻｰﾋﾞｽ等

⑤大和証券ＳＭＢＣ等

【FG連結】　15

1,577+8,5853,4283,4283,4283,428▲5,157経常利益

▲717+1,372620620620620▲752特別損益

293+7,9583,3043,3043,3043,304▲4,654当期純利益

⑤157+10015715715715757持分法による投資損益

+905

▲24

▲1,532

▲2,825

704

234

1,976

-

1,940

4,854

連単差

(単位：億円)

▲404

+7,230

+2,443

+227

▲1,660

+983

+713

+3

▲1,184

▲1,145

前期比

④

③

②

①

▲▲▲▲9,5669,5669,5669,566▲12,009与信関係費用

1,0151,0151,0151,015▲6,215株式等損益

10,90610,90610,90610,90611,310連結業務純益

33330信託報酬

4,2424,2424,2424,2423,529役務取引等利益

16161616年年年年3333月期月期月期月期15年3月期

20,69520,69520,69520,69521,840連結粗利益

12,81112,81112,81112,81113,995資金利益

3,0413,0413,0413,0412,058特定取引利益

5985985985982,258その他業務利益

▲▲▲▲8,6658,6658,6658,665▲8,892営業経費

連単差内訳連単差内訳連単差内訳連単差内訳

（注）連結業務純益＝BC単体業務純益＋他の連結会社の経常利益＋持分法適用会社経常利益×持分割合－内部取引（配当等）
　　　表示は国際業務粗利益における科目間の入り繰り調整後の金額（34ページ（参考資料2）ご参照）

SMFGSMFGSMFGSMFG傘下傘下傘下傘下3333社及び大和証券社及び大和証券社及び大和証券社及び大和証券SMBCSMBCSMBCSMBCのののの
16161616年年年年3333月期業績月期業績月期業績月期業績

40

75

日本総研

232

419

大和証券
SMBC

126

186

三井住友
カード

63

145

三井住友銀

リース

当期純利益

経常利益

（単位：億円）



SMFGSMFGSMFGSMFG

16. １６年度業績予想

16

SMBCSMBCSMBCSMBC

16161616年度予想年度予想年度予想年度予想15年度実績

▲▲▲▲ 2,5002,5002,5002,500

1,3001,3001,3001,300

2,0002,0002,0002,000

▲▲▲▲ 2,9502,9502,9502,950

7,5507,5507,5507,550

4,6004,6004,6004,600

中間期中間期中間期中間期

▲ 2019,8009,8009,8009,80010,001業務純益（一般貸倒引当金繰入前）

(単位：億円)

▲8,034

3,011

15,841

与信関係費用

当期純利益

経常利益

【単体】

＋3,1495,0005,0005,0005,0001,851

▲ 2112,8002,8002,8002,800

▲10▲▲▲▲ 5,8505,8505,8505,850▲5,840経費

15年度比

＋3,534▲▲▲▲ 4,5004,5004,5004,500

▲ 19115,65015,65015,65015,650業務粗利益

16161616年度予想年度予想年度予想年度予想15年度実績

2,0002,0002,0002,000

2,0002,0002,0002,000

2,0502,0502,0502,050

1,5001,5001,5001,500

2,7002,7002,7002,700

17,00017,00017,00017,000

中間期中間期中間期中間期

＋3,0726,5006,5006,5006,5003,428経常利益

▲ 43,3003,3003,3003,3003,304当期純利益

＋2,0452,6002,6002,6002,600555営業収益【単体】

＋2,0382,5502,5502,5502,550512経常利益

(単位：億円)

35,525【連結】

＋2,0452,5502,5502,5502,550505当期純利益

15年度比

▲ 1,52534,00034,00034,00034,000経常収益



1.1.1.1.　１５年度総括：　１５年度総括：　１５年度総括：　１５年度総括：

　　(1) 「経営のコミットメント」の達成状況

　　(2)  施策の進捗状況

2.2.2.2.　１６年度の経営方針　１６年度の経営方針　１６年度の経営方針　１６年度の経営方針

　　(1)　「バランスシートのクリーンアップ」総仕上げ

　　(2)　「戦略ビジネスにおける更なる攻勢」

3.3.3.3.　１６年度計画・主要施策　１６年度計画・主要施策　１６年度計画・主要施策　１６年度計画・主要施策

　　(1) 貸出ボリュームの増強　-１６年度最大のテーマ-

　　(2) 中堅・中小企業向け貸出　　　

　　(3) 個人向けコンサルティング　

　　(4)  投資銀行ビジネス

　　(5)  コンシューマー・ファイナンスの抜本的な強化

4.4.4.4.　持続的成長に向けて　持続的成長に向けて　持続的成長に向けて　持続的成長に向けて

1.1.1.1.　１５年度総括：　１５年度総括：　１５年度総括：　１５年度総括：

　　(1) 「経営のコミットメント」の達成状況

　　(2)  施策の進捗状況

2.2.2.2.　１６年度の経営方針　１６年度の経営方針　１６年度の経営方針　１６年度の経営方針

　　(1)　「バランスシートのクリーンアップ」総仕上げ

　　(2)　「戦略ビジネスにおける更なる攻勢」

3.3.3.3.　１６年度計画・主要施策　１６年度計画・主要施策　１６年度計画・主要施策　１６年度計画・主要施策

　　(1) 貸出ボリュームの増強　-１６年度最大のテーマ-

　　(2) 中堅・中小企業向け貸出　　　

　　(3) 個人向けコンサルティング　

　　(4)  投資銀行ビジネス

　　(5)  コンシューマー・ファイナンスの抜本的な強化

4.4.4.4.　持続的成長に向けて　持続的成長に向けて　持続的成長に向けて　持続的成長に向けて

パートⅡ



21,522

30,688

52,348

0

20,000

40,000

60,000

 14/3  15/3  16/3

25%

50%

75%

100%

125%

150%

取得原価

取得原価／TierⅠ

28,112

52,613

59,203

0

20,000

40,000

60,000

 14/3  15/3  16/3

コミットメント１：　不良債権比率の半減コミットメント１：　不良債権比率の半減コミットメント１：　不良債権比率の半減コミットメント１：　不良債権比率の半減 コミットメント２：　保有株式の更なる圧縮コミットメント２：　保有株式の更なる圧縮コミットメント２：　保有株式の更なる圧縮コミットメント２：　保有株式の更なる圧縮

5.0%8.4%8.9%不良債権比率

当初計画

実績

(億円) (億円)
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不良債権比率を不良債権比率を不良債権比率を不良債権比率を8.4%8.4%8.4%8.4%からからからから5.0%5.0%5.0%5.0%へと大幅削減へと大幅削減へと大幅削減へと大幅削減 大幅な圧縮（売却額：大幅な圧縮（売却額：大幅な圧縮（売却額：大幅な圧縮（売却額：9,3009,3009,3009,300億円超）を実現億円超）を実現億円超）を実現億円超）を実現

（注）不良債権残高は、金融再生法上の開示債権残高。保有株式は、その他有価証券で時価のある株式。Ｔｉｅｒ ⅠはSMBC連結ﾍﾞｰｽ。

[39,000]

1. １５年度総括(1)　「経営のコミットメント」の達成状況



23.6%34.0%30.7%
市場営業部門　市場営業部門　市場営業部門　市場営業部門　
　収益比率　収益比率　収益比率　収益比率

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

18,000

11,86511,86511,86511,865
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0

50

100

150

200

250

300

350

400

ﾋﾞｼﾞﾈｽ ｼﾝｼﾞｹｰｼｮﾝ 金銭債権 ｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞ 投信 個人年金保険

15年度増益幅
14年度粗利益

流動化・信託 ﾌｧｲﾅﾝｽ

（億円）

個人向け
ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

投資銀行ビジネス
中堅・中小
企業向け
貸出

コミットメント３：　　業務純益１兆円体制の確立、マーケティング部門収益の拡大コミットメント３：　　業務純益１兆円体制の確立、マーケティング部門収益の拡大コミットメント３：　　業務純益１兆円体制の確立、マーケティング部門収益の拡大コミットメント３：　　業務純益１兆円体制の確立、マーケティング部門収益の拡大

15年度14年度13年度　

業務純益：業務純益：業務純益：業務純益： 3333年連続年連続年連続年連続1111兆円水準達成兆円水準達成兆円水準達成兆円水準達成

(億円)

市場営業
部門収益

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ　　　　　　
部門収益

ｾﾚｸﾄﾛｰﾝ

11,13611,13611,13611,136 10,00110,00110,00110,001

18,64918,64918,64918,649 17,60617,60617,60617,606 15,84115,84115,84115,841

業務純益

業務粗利益

その他

（注）市場営業部門収益比率＝市場営業部門収益／（ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部門収益＋市場営業部門収益）。１３年度は、旧SMBCと旧わかしお銀行との単純合算。

1. １５年度総括(1)　「経営のコミットメント」の達成状況
(強固なﾋﾞｼﾞﾈｽﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵの構築)



投信　投信　投信　投信　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 預り資産残高預り資産残高預り資産残高預り資産残高2222兆円を突破　兆円を突破　兆円を突破　兆円を突破　

個人年金保険　　個人年金保険　　個人年金保険　　個人年金保険　　5,0005,0005,0005,000億円に迫る販売累計額億円に迫る販売累計額億円に迫る販売累計額億円に迫る販売累計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　収益計画を超過達成　　収益計画を超過達成　　収益計画を超過達成　　収益計画を超過達成

住宅ローン　　　　取組額大幅増住宅ローン　　　　取組額大幅増住宅ローン　　　　取組額大幅増住宅ローン　　　　取組額大幅増（前年比（前年比（前年比（前年比+約３割）約３割）約３割）約３割）

顧
客
セ
グ
メ
ン
ト

顧
客
セ
グ
メ
ン
ト

顧
客
セ
グ
メ
ン
ト

顧
客
セ
グ
メ
ン
ト

PB層
(含.企業ｵｰﾅｰ）

One’s
ﾀﾞｲﾚｸﾄ・

ATM

ﾏﾈｰﾗｲﾌ
ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ・
ﾛｰｶｳﾝﾀｰ

ﾃﾗｰ

ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ
ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ
ﾊﾞﾝｶｰ

対
応
チ
ャ
ネ
ル

対
応
チ
ャ
ネ
ル

対
応
チ
ャ
ネ
ル

対
応
チ
ャ
ネ
ル

支店
４０１

ローンローンローンローン
プラザプラザプラザプラザ

１０９１０９１０９１０９

ブロック

３６

ＰＢ
営業部

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
ﾌﾟﾗｻﾞﾌﾟﾗｻﾞﾌﾟﾗｻﾞﾌﾟﾗｻﾞ
６６６６
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ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ力強化・チャネル拡充　　　ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ力強化・チャネル拡充　　　ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ力強化・チャネル拡充　　　ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ力強化・チャネル拡充　　　
によるビジネスの飛躍的拡大によるビジネスの飛躍的拡大によるビジネスの飛躍的拡大によるビジネスの飛躍的拡大

SMBCSMBCSMBCSMBCコンサルティングプラザコンサルティングプラザコンサルティングプラザコンサルティングプラザ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ６拠点＜新設＞６拠点＜新設＞６拠点＜新設＞６拠点＜新設＞

ローンプラザローンプラザローンプラザローンプラザ増設増設増設増設
　　　　　　　　７５→１０９拠点　　　　　　　　７５→１０９拠点　　　　　　　　７５→１０９拠点　　　　　　　　７５→１０９拠点

住宅ﾛｰﾝ新商品の投入住宅ﾛｰﾝ新商品の投入住宅ﾛｰﾝ新商品の投入住宅ﾛｰﾝ新商品の投入
ｸﾞﾚｰﾄﾞ別金利体系ｸﾞﾚｰﾄﾞ別金利体系ｸﾞﾚｰﾄﾞ別金利体系ｸﾞﾚｰﾄﾞ別金利体系
超長期固定ﾛｰﾝ超長期固定ﾛｰﾝ超長期固定ﾛｰﾝ超長期固定ﾛｰﾝ

業務ﾌﾟﾛｾｽ見直しによる効率化業務ﾌﾟﾛｾｽ見直しによる効率化業務ﾌﾟﾛｾｽ見直しによる効率化業務ﾌﾟﾛｾｽ見直しによる効率化
ﾌﾞﾛｯｸ制によるｴﾘｱ・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞの徹底ﾌﾞﾛｯｸ制によるｴﾘｱ・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞの徹底ﾌﾞﾛｯｸ制によるｴﾘｱ・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞの徹底ﾌﾞﾛｯｸ制によるｴﾘｱ・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞの徹底

１５年度の財務的成果：１５年度の財務的成果：１５年度の財務的成果：１５年度の財務的成果：

業務純益業務純益業務純益業務純益924924924924億円　（億円　（億円　（億円　（前年比前年比前年比前年比＋＋＋＋537537537537億円億円億円億円））））

主要施策主要施策主要施策主要施策

ﾛｰﾝ
ﾌﾟﾗﾝﾅｰ

マス層資産形成層資産運用層

1. １５年度総括(2)　施策の進捗状況　-個人部門-



スモールミドルⅡミドルⅠコア

BSPBSPBSPBSP・・・・分室分室分室分室
８０８０８０８０

法人法人法人法人
営業所営業所営業所営業所

８８８８

ﾐﾄﾞﾙ･ｽﾓｰﾙﾐﾄﾞﾙ･ｽﾓｰﾙﾐﾄﾞﾙ･ｽﾓｰﾙﾐﾄﾞﾙ･ｽﾓｰﾙ
対応対応対応対応 法人法人法人法人

営業部営業部営業部営業部
７６７６７６７６

法人
営業部

１０８

プロダクト部隊（投資銀行部門等）プロダクト部隊（投資銀行部門等）プロダクト部隊（投資銀行部門等）プロダクト部隊（投資銀行部門等）
営業部とﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ部隊が共に収益責任を負う体制

⇒「ﾀﾞﾌﾞﾙ・ﾌﾛﾝﾄ体制」

20

内部人材 外部人材

審査改革審査改革審査改革審査改革
NNNNﾌｧﾝﾄﾞ開始ﾌｧﾝﾄﾞ開始ﾌｧﾝﾄﾞ開始ﾌｧﾝﾄﾞ開始
営業拠点長権限拡大営業拠点長権限拡大営業拠点長権限拡大営業拠点長権限拡大

ﾁｬﾈﾙの大幅拡充による攻勢強化ﾁｬﾈﾙの大幅拡充による攻勢強化ﾁｬﾈﾙの大幅拡充による攻勢強化ﾁｬﾈﾙの大幅拡充による攻勢強化
　　　　－軽量ﾁｬﾈﾙ、外部人材等を活用－軽量ﾁｬﾈﾙ、外部人材等を活用－軽量ﾁｬﾈﾙ、外部人材等を活用－軽量ﾁｬﾈﾙ、外部人材等を活用　　　　　　　　　　　　　　　　　

１５年度の財務的成果：　　　１５年度の財務的成果：　　　１５年度の財務的成果：　　　１５年度の財務的成果：　　　

業務純益業務純益業務純益業務純益4,3014,3014,3014,301億円　（億円　（億円　（億円　（前年比前年比前年比前年比＋＋＋＋636636636636億円億円億円億円））））

主要施策主要施策主要施策主要施策 顧
客
セ
グ
メ
ン
ト

顧
客
セ
グ
メ
ン
ト

顧
客
セ
グ
メ
ン
ト

顧
客
セ
グ
メ
ン
ト

対
応
チ
ャ
ネ
ル

対
応
チ
ャ
ネ
ル

対
応
チ
ャ
ネ
ル

対
応
チ
ャ
ネ
ル

リスクテイク貸出取組額　　　２８，５４９億円リスクテイク貸出取組額　　　２８，５４９億円リスクテイク貸出取組額　　　２８，５４９億円リスクテイク貸出取組額　　　２８，５４９億円

期初目標（２３，０００億円）を大幅に超過達成期初目標（２３，０００億円）を大幅に超過達成期初目標（２３，０００億円）を大幅に超過達成期初目標（２３，０００億円）を大幅に超過達成

164ﾐﾄﾞﾙ･ｽﾓｰﾙ対応拠点数

ｽﾓｰﾙ担当ｽﾓｰﾙ担当ｽﾓｰﾙ担当ｽﾓｰﾙ担当8031313131ＢＳＰ・分室

地方空白地の顧客地方空白地の顧客地方空白地の顧客地方空白地の顧客
開拓開拓開拓開拓

88888法人営業所

都心空白地都心空白地都心空白地都心空白地////

郊外顧客開拓郊外顧客開拓郊外顧客開拓郊外顧客開拓
765555法人営業部

位置付け位置付け位置付け位置付け
16/316/316/316/3末末末末

拠点数拠点数拠点数拠点数

15151515年度年度年度年度

開設数開設数開設数開設数

ﾐﾄﾞﾙ・ｽﾓｰﾙ

対応拠点

1. １５年度総括(2)　施策の進捗状況　-法人部門-



－中堅・中小企業向け－中堅・中小企業向け－中堅・中小企業向け－中堅・中小企業向け

　　貸出　　貸出　　貸出　　貸出
－個人向けｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ－個人向けｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ－個人向けｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ－個人向けｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
－投資銀行ビジネス－投資銀行ビジネス－投資銀行ビジネス－投資銀行ビジネス

－コンシューマー・　　－コンシューマー・　　－コンシューマー・　　－コンシューマー・　　
　　　　 ファイナンスファイナンスファイナンスファイナンス

－中国を中心とした－中国を中心とした－中国を中心とした－中国を中心とした
　　　　 アジア・ビジネスアジア・ビジネスアジア・ビジネスアジア・ビジネス
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「財務面の基礎固め」の総仕上げ「財務面の基礎固め」の総仕上げ「財務面の基礎固め」の総仕上げ「財務面の基礎固め」の総仕上げ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　クリーンアップの総仕上げクリーンアップの総仕上げクリーンアップの総仕上げクリーンアップの総仕上げ

戦略ﾋﾞｼﾞﾈｽにおける更なる攻勢戦略ﾋﾞｼﾞﾈｽにおける更なる攻勢戦略ﾋﾞｼﾞﾈｽにおける更なる攻勢戦略ﾋﾞｼﾞﾈｽにおける更なる攻勢

　　　　　　　人員・経費等適正規模化　　　　　　　人員・経費等適正規模化　　　　　　　人員・経費等適正規模化　　　　　　　人員・経費等適正規模化
　　　　　　　　　→　最終局面へ　　　　　　　　　→　最終局面へ　　　　　　　　　→　最終局面へ　　　　　　　　　→　最終局面へ

バランスシートバランスシートバランスシートバランスシート
（不良債権･保有株式）（不良債権･保有株式）（不良債権･保有株式）（不良債権･保有株式）

経営資源経営資源経営資源経営資源

優位性の優位性の優位性の優位性の
一段の強化一段の強化一段の強化一段の強化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　不良債権残高　　不良債権残高　　不良債権残高　　不良債権残高　 2222兆円を切る水準　兆円を切る水準　兆円を切る水準　兆円を切る水準　 　　　　　　　　　　　　　　　　業務純益　　　　　　　　　　　　　　　　　業務純益　　　　　　　　　　　　　　　　　業務純益　　　　　　　　　　　　　　　　　業務純益　9,8009,8009,8009,800億円億円億円億円
　　　　　　　　　　　　（不良債権比率　　　　　　　　　　　　（不良債権比率　　　　　　　　　　　　（不良債権比率　　　　　　　　　　　　（不良債権比率3333％台）％台）％台）％台）

　保有株式　　　　　保有株式　　　　　保有株式　　　　　保有株式　　　　 更なる圧縮　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　更なる圧縮　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　更なる圧縮　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　更なる圧縮　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

バランスシート　バランスシート　バランスシート　バランスシート　（（（（17171717年年年年3333月末）月末）月末）月末） 収益力収益力収益力収益力 　（　（　（　（16161616年度）年度）年度）年度）

収益基盤の収益基盤の収益基盤の収益基盤の
早期確立早期確立早期確立早期確立

財務目標財務目標財務目標財務目標

2. １６年度の経営方針



　　　　

不良債権比率半減（４％台前半）目標の半年前倒し達成に注力不良債権比率半減（４％台前半）目標の半年前倒し達成に注力不良債権比率半減（４％台前半）目標の半年前倒し達成に注力不良債権比率半減（４％台前半）目標の半年前倒し達成に注力

20,000未満25,000未満28,112開示債権残高（末残）

16年度15年度

クレジットコスト

不良債権比率

16年下期16年上期（億円）　　

約3,000約5,500うち劣化ｺｽﾄ

約1,500約2,500うちｵﾌﾊﾞﾗｺｽﾄ

4％台前半

4,5008,034

3%台5.0%

22

対ＴｉｅｒⅠ比率対ＴｉｅｒⅠ比率対ＴｉｅｒⅠ比率対ＴｉｅｒⅠ比率50505050％を目標に引き続き売却を推進％を目標に引き続き売却を推進％を目標に引き続き売却を推進％を目標に引き続き売却を推進

保有株式の更なる圧縮保有株式の更なる圧縮保有株式の更なる圧縮保有株式の更なる圧縮

不良債権比率の半減不良債権比率の半減不良債権比率の半減不良債権比率の半減

企業再生、劣化防止への企業再生、劣化防止への企業再生、劣化防止への企業再生、劣化防止への
　一段の注力　　一段の注力　　一段の注力　　一段の注力　

　例．企業価値向上ビジネス　例．企業価値向上ビジネス　例．企業価値向上ビジネス　例．企業価値向上ビジネス
　　　　　　　　 　　　　へのへのへのへの取組み取組み取組み取組み
　　　　　　　　 （法人ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ部新設）（法人ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ部新設）（法人ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ部新設）（法人ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ部新設）

オフバランス化推進オフバランス化推進オフバランス化推進オフバランス化推進

１６年度の取組み１６年度の取組み１６年度の取組み１６年度の取組み

2. １６年度の経営方針
(1)　「バランスシートのクリーンアップ」総仕上げ



優
位
性
の
一
段
の
強
化

優
位
性
の
一
段
の
強
化

優
位
性
の
一
段
の
強
化

優
位
性
の
一
段
の
強
化
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中堅・中小企業向け貸出中堅・中小企業向け貸出中堅・中小企業向け貸出中堅・中小企業向け貸出 個人向けｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ個人向けｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ個人向けｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ個人向けｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ 投資銀行ﾋﾞｼﾞﾈｽ投資銀行ﾋﾞｼﾞﾈｽ投資銀行ﾋﾞｼﾞﾈｽ投資銀行ﾋﾞｼﾞﾈｽ

ｺﾝｼｭｰﾏｰ・ﾌｧｲﾅﾝｽｺﾝｼｭｰﾏｰ・ﾌｧｲﾅﾝｽｺﾝｼｭｰﾏｰ・ﾌｧｲﾅﾝｽｺﾝｼｭｰﾏｰ・ﾌｧｲﾅﾝｽ 中国を中心としたｱｼﾞｱ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ中国を中心としたｱｼﾞｱ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ中国を中心としたｱｼﾞｱ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ中国を中心としたｱｼﾞｱ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ
収
益
基
盤
早
期
確
立

収
益
基
盤
早
期
確
立

収
益
基
盤
早
期
確
立

収
益
基
盤
早
期
確
立

ﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾚｸﾄﾛｰﾝﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾚｸﾄﾛｰﾝﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾚｸﾄﾛｰﾝﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾚｸﾄﾛｰﾝ
投信・個人年金投信・個人年金投信・個人年金投信・個人年金

保険販売保険販売保険販売保険販売

住宅ローン住宅ローン住宅ローン住宅ローン

シンジケーションシンジケーションシンジケーションシンジケーション

金銭債権流動化金銭債権流動化金銭債権流動化金銭債権流動化

ｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞ・ﾌｧｲﾅﾝｽｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞ・ﾌｧｲﾅﾝｽｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞ・ﾌｧｲﾅﾝｽｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞ・ﾌｧｲﾅﾝｽ

進出支援による取引捕捉進出支援による取引捕捉進出支援による取引捕捉進出支援による取引捕捉

アドバイザリー業務アドバイザリー業務アドバイザリー業務アドバイザリー業務

ＣＭＳによる決済ﾋﾞｼﾞﾈｽＣＭＳによる決済ﾋﾞｼﾞﾈｽＣＭＳによる決済ﾋﾞｼﾞﾈｽＣＭＳによる決済ﾋﾞｼﾞﾈｽ

リボリボリボリボ

無担保ローン無担保ローン無担保ローン無担保ローン

貸出ボリュームの増強貸出ボリュームの増強貸出ボリュームの増強貸出ボリュームの増強

ＮファンドＮファンドＮファンドＮファンド等等等等

大和証券ＳＭＢＣとの連携大和証券ＳＭＢＣとの連携大和証券ＳＭＢＣとの連携大和証券ＳＭＢＣとの連携

2. １６年度の経営方針
(2)　「戦略ビジネスにおける更なる攻勢」　



-1,000 -500 0 500 1,000

その他

投資銀行ﾋﾞｼﾞﾈｽ

個人向けｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

中堅・中小企業向け貸出

マーケティング部門
　　　　

　

　

3. １６年度計画・主要施策　-マーケティング部門収益の増強-

* 金利・為替影響等を控除した行内管理ﾍﾞｰｽ。　　　　　　　　　　　　　　　　 24

中堅・中小企業向け貸出中堅・中小企業向け貸出中堅・中小企業向け貸出中堅・中小企業向け貸出

投資銀行ビジネス投資銀行ビジネス投資銀行ビジネス投資銀行ビジネス

個人向けコンサルティング個人向けコンサルティング個人向けコンサルティング個人向けコンサルティング

約＋約＋約＋約＋900900900900 （億円）

１６年度マーケティング部門増益計画１６年度マーケティング部門増益計画１６年度マーケティング部門増益計画１６年度マーケティング部門増益計画

（億円）

増益の柱増益の柱増益の柱増益の柱

* 　
　

SMBCSMBCSMBCSMBC単体　単体　単体　単体　16161616年度業績計画年度業績計画年度業績計画年度業績計画

▲▲▲▲19119119119115,65015,65015,65015,650業務粗利益業務粗利益業務粗利益業務粗利益

約約約約 ▲▲▲▲1,0001,0001,0001,000約約約約 2,8002,8002,8002,800うちうちうちうち市場営業部門市場営業部門市場営業部門市場営業部門

▲▲▲▲2012012012019,8009,8009,8009,800業務純益業務純益業務純益業務純益

▲▲▲▲10 10 10 10 ▲▲▲▲5,8505,8505,8505,850経費経費経費経費

約約約約 +900+900+900+900約約約約 12,70012,70012,70012,700うちうちうちうちﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部門ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部門ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部門ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部門

前年比前年比前年比前年比16161616年度年度年度年度



　　

　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

約１．７兆円兆円兆円兆円住宅ローン取組額住宅ローン取組額住宅ローン取組額住宅ローン取組額

約１４，０００億円億円億円億円法人新規先貸出残高法人新規先貸出残高法人新規先貸出残高法人新規先貸出残高

２８，５４９億円億円億円億円リスクテイク貸出取組額リスクテイク貸出取組額リスクテイク貸出取組額リスクテイク貸出取組額

15151515年下期＝「貸出ボリューム反転」　→　年下期＝「貸出ボリューム反転」　→　年下期＝「貸出ボリューム反転」　→　年下期＝「貸出ボリューム反転」　→　16161616年度＝「本格的な拡大トレンドへ」年度＝「本格的な拡大トレンドへ」年度＝「本格的な拡大トレンドへ」年度＝「本格的な拡大トレンドへ」
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貸出残高増減貸出残高増減貸出残高増減貸出残高増減

（兆円）

１５年度１５年度１５年度１５年度

１６年度１６年度１６年度１６年度

（行内管理ベース、末残）

▲0.1▲ 0.145.245.245.245.2除く国庫向・リスク管理債権

+ 0.6+ 0.120.320.320.320.3中堅・中小企業（法人部門）

▲ 0.5▲ 0.38.28.28.28.2大企業（企業金融部門）

16/316/316/316/3末残末残末残末残

15/9末比15/3末比

　　　　　　　　

+ 0.1

▲ 4.1

8.98.98.98.9

48.048.048.048.0国内貸出《末残》

+ 0.5自己居住用住宅ﾛｰﾝ（個人部門）

▲ 5.8

約２兆円兆円兆円兆円住宅ローン取組額住宅ローン取組額住宅ローン取組額住宅ローン取組額

　　　　

　　　　１８，４００億円億円億円億円法人新規先貸出残高法人新規先貸出残高法人新規先貸出残高法人新規先貸出残高

３６，０００億円億円億円億円リスクテイク貸出取組額リスクテイク貸出取組額リスクテイク貸出取組額リスクテイク貸出取組額

（約１７，０００件）

（２０，０００件）

貸出残高の本格的拡大へ貸出残高の本格的拡大へ貸出残高の本格的拡大へ貸出残高の本格的拡大へ

１５年下期に貸出残高底打ち

3. １６年度計画・主要施策
(1)　貸出ボリュームの増強　-１６年度最大のテーマ-



　 － Nファンドの対象顧客層拡大

　 － 新型リスクテイク商品投入
　　　　・業績回復ローン
　　　　・売掛債権活用ローン
　　　　・Ｖファンド　－　成長企業対応強化

　　－推進体制の強化
　　　 ･チャネルの拡充（都市部、地方）
　　　 ･嘱託・ＯＢ等外部人材の追加投入
　　 　 ･ミドル先へのプロモーション活動強化

　　リスクテイク貸出取組計画　　　リスクテイク貸出取組計画　　　リスクテイク貸出取組計画　　　リスクテイク貸出取組計画　 　　　　 ３６，０００億円３６，０００億円３６，０００億円３６，０００億円
（15年度取組実績：２８，５４９億円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＢＳＬＢＳＬＢＳＬＢＳＬ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １０，０００億円　　　　　１０，０００億円　　　　　１０，０００億円　　　　　１０，０００億円　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　 Ｎファンド等Ｎファンド等Ｎファンド等Ｎファンド等 ２６，０００億円２６，０００億円２６，０００億円２６，０００億円
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１６年度計画１６年度計画１６年度計画１６年度計画

21,212

7,975

26,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

14年度実績 15年度実績 16年度計画

ＢＳＬ取組額・残高ＢＳＬ取組額・残高ＢＳＬ取組額・残高ＢＳＬ取組額・残高

（億円）

0

1

2

3

期末残高（右軸）

7,337

4,553

10,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

14年度実績 15年度実績 16年度計画

0.0

0.5

1.0

1.5
期末残高(右軸）

（億円）

Ｎファンド等取組額・残高Ｎファンド等取組額・残高Ｎファンド等取組額・残高Ｎファンド等取組額・残高

リスクテイク改革によるリスク対応力の強化リスクテイク改革によるリスク対応力の強化リスクテイク改革によるリスク対応力の強化リスクテイク改革によるリスク対応力の強化

（兆円）

（兆円）

3. １６年度計画・主要施策
(2)　中堅・中小企業向け貸出



　　

　　－ SMBCコンサルティングプラザの拡充　　
　　　　　　16年度 　 ： ５０拠点（←16/3末：６拠点）

　　　　　　17年度　 ：１００拠点体制へ
　　
　　－ ローンプラザのフロント人員強化

　　 －大手開発業者ルート開拓による　　　　　　
　　　　アパートローン増強にも注力

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　住宅ローン取組計画　住宅ローン取組計画　住宅ローン取組計画　住宅ローン取組計画 　　約２兆円　　約２兆円　　約２兆円　　約２兆円
（15年度取組実績：約１.７兆円）

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

12年度実績 13年度実績 14年度実績 15年度実績 16年度計画

7

8

9

10取組額（左軸）

残高（自己居住用:右軸）

(兆円)
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12.1
12.3

12.7

5

7

9

11

13

14年3月末

15年3月末

16年3月末

*比較は、自己居住用以外の住宅ローン、並びに信託勘定分を含むベース。各社決算発表資料に基づき作成。

SMBC Aグループ Bグループ Cグループ

主要行比較（住宅ローン残高）主要行比較（住宅ローン残高）主要行比較（住宅ローン残高）主要行比較（住宅ローン残高）

住宅ローン取組額、残高住宅ローン取組額、残高住宅ローン取組額、残高住宅ローン取組額、残高

(兆円）

(兆円)

１６年度計画１６年度計画１６年度計画１６年度計画

効果的資源投入を通じたマーケティング力強化効果的資源投入を通じたマーケティング力強化効果的資源投入を通じたマーケティング力強化効果的資源投入を通じたマーケティング力強化

SMBCSMBCSMBCSMBCコンサルティングプラザ　　エンドユーザー対応　　コンサルティングプラザ　　エンドユーザー対応　　コンサルティングプラザ　　エンドユーザー対応　　コンサルティングプラザ　　エンドユーザー対応　　
ローンプラザ　　　　　　　ローンプラザ　　　　　　　ローンプラザ　　　　　　　ローンプラザ　　　　　　　 　　　　　業者ルート対応　　　　　業者ルート対応　　　　　業者ルート対応　　　　　業者ルート対応 　　　　

3. １６年度計画・主要施策
(3)　個人向けコンサルティング　-住宅ローン-



2.01

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

投信預り資産残高

　　　　

28

Aｸﾞﾙｰﾌﾟ Bｸﾞﾙｰﾌﾟ Cｸﾞﾙｰﾌﾟ

関連収益（投信、個人年金保険）関連収益（投信、個人年金保険）関連収益（投信、個人年金保険）関連収益（投信、個人年金保険）

主要行比較（投信、個人年金保険）主要行比較（投信、個人年金保険）主要行比較（投信、個人年金保険）主要行比較（投信、個人年金保険）

（兆円） （億円）

103103103103 124124124124 154154154154
238238238238

34343434

171171171171

0

200

400

600

12年度実績 13年度実績 14年度実績 15年度実績 16年度計画

(億円)

投信
個人年金保険

4,829

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000個人年金保険販売累計額

A銀行 B銀行 C銀行

*各行の投信預り資産残高はﾆｯｷﾝ投信年金情報より転載、個人年金保険販売累計額は14年10月（銀行窓販開始）～16年3月末の販売実績を新聞報道等より推計。

SMBC SMBC

　投信・個人年金保険販売合計で　投信・個人年金保険販売合計で　投信・個人年金保険販売合計で　投信・個人年金保険販売合計で
　収益規模約５００億円のビジネスへ　収益規模約５００億円のビジネスへ　収益規模約５００億円のビジネスへ　収益規模約５００億円のビジネスへ

－SPR(ｾｰﾙｽ・ﾌﾟﾛｾｽ・ﾘｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ）を通じ
　 営業活動のﾍﾞｽﾄ・ﾌﾟﾗｸﾃｨｽを共有
　（１５年度：支店にて実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　→　１６年度：ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾄが実施）

－PB(ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ）層向けの運用商品拡充

１６年度計画１６年度計画１６年度計画１６年度計画

・フロント人員の戦略的増強・フロント人員の戦略的増強・フロント人員の戦略的増強・フロント人員の戦略的増強
・生産性向上推進・生産性向上推進・生産性向上推進・生産性向上推進
・商品・商品・商品・商品////サービスの拡充サービスの拡充サービスの拡充サービスの拡充

を通じたマーケティング力強化を通じたマーケティング力強化を通じたマーケティング力強化を通じたマーケティング力強化

3. １６年度計画・主要施策
　(3)　個人向けコンサルティング　-投信・個人年金保険販売-



－ 「デットＩＲのＳＭＢＣ」の
　　ブランド活用

－財務ｿﾘｭｰｼｮﾝ提案の積極化

－新型商品提供、小口化等
　 　 既存顧客へのｸﾛｽｾﾙ、　 　
　 　 新規顧客へのｱﾌﾟﾛｰﾁ徹底

－人的資源の成長分野への　　
再配置

　

500

700

900

1,100

14年度実績 15年度実績 16年度計画

0

100

200

300

400

14年度実績 15年度実績 16年度計画

300

500

700
収益（左軸）

組成件数（右軸）

シンジケーション関連シンジケーション関連シンジケーション関連シンジケーション関連

0

100

200

300

14年度実績 15年度実績 16年度計画

金銭債権流動化（収益）金銭債権流動化（収益）金銭債権流動化（収益）金銭債権流動化（収益）

0

100

200

300

14年度実績 15年度実績 16年度計画
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（億円）

（億円）

（億円）

投資銀行ビジネス収益計投資銀行ビジネス収益計投資銀行ビジネス収益計投資銀行ビジネス収益計
（億円）

１６年度計画１６年度計画１６年度計画１６年度計画

市場型間接金融の市場型間接金融の市場型間接金融の市場型間接金融の
一段の強化推進一段の強化推進一段の強化推進一段の強化推進

投資銀行ビジネスで投資銀行ビジネスで投資銀行ビジネスで投資銀行ビジネスで
前年比＋２００億円規模の前年比＋２００億円規模の前年比＋２００億円規模の前年比＋２００億円規模の
増益（粗利益）増益（粗利益）増益（粗利益）増益（粗利益）

（件）

ｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞ・ﾌｧｲﾅﾝｽ（収益）ｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞ・ﾌｧｲﾅﾝｽ（収益）ｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞ・ﾌｧｲﾅﾝｽ（収益）ｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞ・ﾌｧｲﾅﾝｽ（収益）

3. １６年度計画・主要施策
(4)　投資銀行ビジネス　（SMBC）



大和証券グループとの連携を更に強化大和証券グループとの連携を更に強化大和証券グループとの連携を更に強化大和証券グループとの連携を更に強化

　30

0
100
200

300
400
500

13年度実績 14年度実績 15年度実績

大和証券大和証券大和証券大和証券SMBCSMBCSMBCSMBCとの連携実績（収益）との連携実績（収益）との連携実績（収益）との連携実績（収益）（注）（注）（注）（注）

（億円）

ＳＭＦＧＳＭＦＧＳＭＦＧＳＭＦＧ

ＳＭＢＣＳＭＢＣＳＭＢＣＳＭＢＣ

大和証券大和証券大和証券大和証券
グループ本社グループ本社グループ本社グループ本社

大和証券大和証券大和証券大和証券
ＳＭＢＣＳＭＢＣＳＭＢＣＳＭＢＣ

大和証券大和証券大和証券大和証券

顧客基盤
ｿﾘｭｰｼｮﾝ
提供力

地方圏
ﾈｯﾄﾜｰｸ

連携

証券仲介業（ﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽ）証券仲介業（ﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽ）証券仲介業（ﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽ）証券仲介業（ﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽ）

対象対象対象対象

投資家（法人）投資家（法人）投資家（法人）投資家（法人）

投資家（個人）投資家（個人）投資家（個人）投資家（個人）

業務内容業務内容業務内容業務内容

市場誘導市場誘導市場誘導市場誘導

証券仲介証券仲介証券仲介証券仲介

－ 既存連携分野に加え、
　　証券仲介業解禁を機に、
　　法人向けビジネスにおける
　　連携を一段と強化

発行体（法人）発行体（法人）発行体（法人）発行体（法人）

１６年度：連携の一段の強化１６年度：連携の一段の強化１６年度：連携の一段の強化１６年度：連携の一段の強化

法人ビジネスでの連携法人ビジネスでの連携法人ビジネスでの連携法人ビジネスでの連携

（注）SMBCの行内管理ベース。

株式・債券引受株式・債券引受株式・債券引受株式・債券引受
債券運用債券運用債券運用債券運用
Ｍ＆ＡＭ＆ＡＭ＆ＡＭ＆Ａ
資産流動化資産流動化資産流動化資産流動化
デリバティブデリバティブデリバティブデリバティブ
企業再生ﾋﾞｼﾞﾈｽ企業再生ﾋﾞｼﾞﾈｽ企業再生ﾋﾞｼﾞﾈｽ企業再生ﾋﾞｼﾞﾈｽ
－　ＳＭＦＧ企業再生　
　　 債権回収(株)
（大和SMBCPI、GS、政策投資　　
　銀行とのJV)

連携分野連携分野連携分野連携分野

3. １６年度計画・主要施策
(4)　投資銀行ビジネス　（大和証券SMBCとの連携）
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0

2,000

4,000
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8,000

10,000

12,000

16/3末実績 17/3末計画 19/3末計画

　　　ファイナンス残高の増強を通じて、　　　ファイナンス残高の増強を通じて、　　　ファイナンス残高の増強を通じて、　　　ファイナンス残高の増強を通じて、
　　　コンシューマー・ファイナンス市場における　　　コンシューマー・ファイナンス市場における　　　コンシューマー・ファイナンス市場における　　　コンシューマー・ファイナンス市場における
　　　グループとしてのプレゼンスを中期的に拡大　　　グループとしてのプレゼンスを中期的に拡大　　　グループとしてのプレゼンスを中期的に拡大　　　グループとしてのプレゼンスを中期的に拡大

SMFGSMFGSMFGSMFGのコンシューマー・ファイナンス残高のコンシューマー・ファイナンス残高のコンシューマー・ファイナンス残高のコンシューマー・ファイナンス残高
（無担保貸出）の拡大計画（無担保貸出）の拡大計画（無担保貸出）の拡大計画（無担保貸出）の拡大計画

（億円）

＠ローン＠ローン＠ローン＠ローン
ＳＭＢＣＳＭＢＣＳＭＢＣＳＭＢＣ

三井住友三井住友三井住友三井住友
カードカードカードカード

クォーククォーククォーククォーク

共同
ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ
協働

ﾛｰﾝ
協働

個人顧客数：２６百万人

法人顧客数：１５０千社

ＡＴＭ出金件数：20百万件／月

消
費
者
金
融
マ
ー
ケ
ッ
ト

販
売
信
用
マ
ー
ケ
ッ
ト

販
売
信
用
マ
ー
ケ
ッ
ト

銀
行
マ
ー
ケ
ッ
ト

グループ内各社間の協働推進グループ内各社間の協働推進グループ内各社間の協働推進グループ内各社間の協働推進
グループ内協働イメージグループ内協働イメージグループ内協働イメージグループ内協働イメージ

法人顧客への
ｱﾌﾟﾛｰﾁ

法人顧客へのｱﾌﾟﾛｰﾁ
One’s Style拡販

3. １６年度計画・主要施策
(5)　コンシューマー・ファイナンスの抜本的な強化



11,578
10,496 10,580

5,310

12,880

2,259

▲5,637

9,130

3,242

▲4,533

2,790
5,130

▲ 10,000

▲ 5,000

0

5,000

10,000

15,000

14年度実績 15年度実績 16年度計画 18年度計画

合算業務純益

経常利益

税引後当期利益

・優位性の一段の強化・優位性の一段の強化・優位性の一段の強化・優位性の一段の強化
・収益基盤の早期確立・収益基盤の早期確立・収益基盤の早期確立・収益基盤の早期確立

32

グループ収益の成長　　グループ収益の成長　　グループ収益の成長　　グループ収益の成長　　 [[[[ＳＭＦＧグループ４社合算ベース］ＳＭＦＧグループ４社合算ベース］ＳＭＦＧグループ４社合算ベース］ＳＭＦＧグループ４社合算ベース］

（注）計画値は経営健全化計画ﾍﾞｰｽ。

バランスシートのバランスシートのバランスシートのバランスシートの
クリーンアップのクリーンアップのクリーンアップのクリーンアップの

　総仕上げ　総仕上げ　総仕上げ　総仕上げ

戦略ﾋﾞｼﾞﾈｽにおける戦略ﾋﾞｼﾞﾈｽにおける戦略ﾋﾞｼﾞﾈｽにおける戦略ﾋﾞｼﾞﾈｽにおける
更なる攻勢更なる攻勢更なる攻勢更なる攻勢

＋＋＋＋

（億円）

持続的な成長軌道へ持続的な成長軌道へ持続的な成長軌道へ持続的な成長軌道へ

4. 持続的成長に向けて



参考資料

1. 　主要財務計数推移

2. 　業務粗利益

3. 　主要勘定科目平残・利回り（国内）

4. 　経費／国内本支店数・従業員数

5. 　開示債権マトリクス

6. 　金融再生法開示債権　引当率・保全率

7. 　オフバランス化の進捗状況

8. 　業種別貸出金・金融再生法開示債権

9. 　有価証券評価損益

10.　保有上場株式業種別ウェイト

11.　法人顧客セグメント／チャネル

12.　ビジネスセレクトローン

13.　Nファンド等

14.　リスクテイク貸金のポートフォリオ

15.　個人業務

16.　個人顧客セグメント

17.　個人チャネル – 店舗・ATM

18.　投資信託・個人年金保険販売

19.　リモートバンキング（One’s ダイレクト）

20.　三井住友カード

21.　三井住友銀リース

22.　日本総合研究所

23.　大和証券SMBC



（参考1）主要財務計数推移

▲ 4,783

▲ 5,972

▲ 10,745

11,136

▲ 6,470

17,606

15年3月期

10,00111,8658,0317,0296,706業務純益 （一般貸引繰入前）

1,059

3,364

▲ 11,306

▲ 7,276

14,345

12年3月期

1,378

3,592

▲ 8,191

▲ 7,001

15,032

13年3月期

▲3,229

▲5,216

*▲ 15,462

▲ 6,784

18,649

14年3月期

（単位：億円)

16年3月期11年3月期

▲ 5,840▲ 7,789経費

▲ 8,034▲ 20,959クレジットコスト

1,851▲14,952経常利益

15,84114,495業務粗利益

当期純利益 3,011▲7,494

【BC単体】　33
*特別損益に計上している旧わかしお銀行分8億円を含む
（注）13年3月期以前は旧さくら銀行、旧住友銀行の合算計数（除く旧わかしお銀行）



国内資金利益： ▲779億円
・貸金残高減少

国内役務取引等利益： ＋263億円
・投信・個人年金保険販売関連手数料
・ｼﾝｼﾞｹｰｼｮﾝ等投資銀行業務関連手数料増加

国際資金利益： ▲647億円
・トレジャリー収益の反落

国際特定取引利益： ＋138億円
・対顧客ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ販売関連増

前期比増減要因前期比増減要因前期比増減要因前期比増減要因

【BC単体】　34

(▲180)(4,261)(4,261)(4,261)(4,261)(4,441)（除く国債等債券損益）

(▲455)(11,353)(11,353)(11,353)(11,353)(11,808)（除く国債等債券損益）

▲38▲▲▲▲1313131325特定取引利益

▲622

(▲718)

95959595

(3)(3)(3)(3)

717

(721)

その他業務利益

（うち国債等債券損益）

▲647

(▲1,035)

1,4121,4121,4121,412

(545)(545)(545)(545)

2,059

(1,580)

資金利益

（うち金利ｽﾜｯﾌﾟ収支）

▲5924,4854,4854,4854,4855,077国際業務粗利益

+56474474474474418役務取引等利益

+1381,4091,4091,4091,4091,271特定取引利益

▲139

(▲412)

1,1901,1901,1901,190

(224)(224)(224)(224)

1,329

(636)

その他業務利益

（うち国債等債券損益）

+2631,7921,7921,7921,7921,529役務取引等利益

+333330信託報酬

▲779

(▲251)

9,4799,4799,4799,479

(227)(227)(227)(227)

10,258

(478)

資金利益

（うちｽﾜｯﾌﾟ収支）

前期比16161616年年年年3333月期月期月期月期15年3月期

（単位：億円）

▲1,17311,35611,35611,35611,35612,529国内業務粗利益

（ご参考）国際業務粗利益における科目間の入り繰り調整額（ご参考）国際業務粗利益における科目間の入り繰り調整額（ご参考）国際業務粗利益における科目間の入り繰り調整額（ご参考）国際業務粗利益における科目間の入り繰り調整額

▲747▲1,411▲664特定取引利益

+811+1,391+580その他業務利益（売買益）

(単位：億円)

資金利益

前期比
16年
3月期

15年
3月期

▲64+20+84

（参考2）業務粗利益

*国際業務粗利益は、科目間の入り繰り調整後



（参考3）主要勘定科目平残・利回り（国内）
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預貸金利鞘 +0.04%1.73%1.73%1.73%1.73%1.69%

前期比16161616年年年年3333月期月期月期月期15年3月期

0.59% 0.62%0.62%0.62%0.62% +0.03%総資金利鞘

資金運用収益資金運用収益資金運用収益資金運用収益

資金調達費用資金調達費用資金調達費用資金調達費用

前期比16161616年年年年3333月期月期月期月期15年3月期

0.65%

1.73%

1.47%

利回り

185,987185,987185,987185,987

504,752504,752504,752504,752

700,346700,346700,346700,346

平均残高平均残高平均残高平均残高

0.59%0.59%0.59%0.59%

1.75%1.75%1.75%1.75%

1.45%1.45%1.45%1.45%

利回り利回り利回り利回り

（単位：億円）

▲0.06%▲2,484188,471うち有価証券

+0.02%▲33,835538,587うち貸出金

▲0.02%▲46,372746,718資金運用勘定

利回り平均残高平均残高

前期比16161616年年年年3333月期月期月期月期15年3月期

0.88%

0.78%

0.04%

0.10%

利回り

568,109568,109568,109568,109

718,563718,563718,563718,563

平均残高平均残高平均残高平均残高

0.83%0.83%0.83%0.83%

0.74%0.74%0.74%0.74%

0.02%0.02%0.02%0.02%

0.09%0.09%0.09%0.09%

利回り利回り利回り利回り

▲0.01%▲22,594741,157資金調達勘定

▲0.02%▲5,886573,995うち預金等

▲0.04%経費率*

▲0.05%資金調達原価

（単位：億円）

利回り平均残高平均残高

*経費率は資金調達原価から資金調達費用を差引いたもの



（参考4）経費／国内本支店数・従業員数

経費経費経費経費

【BC単体】　36

7,789

7,276
7,001

6,701
6,470

5,840

8,086

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

7,500

8,000

8,500

9 10 11 12 13 14 15

（単位：億円）

合併

653 578
564

735
696

437 435

300

400

500

600

700

800

10/3 11/3 12/3 13/3 14/3 15/3 16/3

合併

国内本支店数国内本支店数国内本支店数国内本支店数****

29,298 27,142

25,027

32,531

31,325

24,024
22,348

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

32,000

34,000

10/3 11/3 12/3 13/3 14/3 15/3 16/3

（単位：人）

合併

従業員数従業員数従業員数従業員数

*出張所、代理店等を除く

（年度）

（注）13年度及び14/3末以前は、旧わかしお銀行分を除く。



（参考5）開示債権マトリクス

【BC単体】　37

28,112⑤
（15年3月末比△24,501）

＜不良債権比率（⑤/④）　　

　　　　　　5.0%＞

A＝①+②+③
引当率：D/C

（*5）

= 59.5%

C　左記以外（A-B）
B　担保・保証等に
　　より回収可能部分

特定海外債権
引当勘定　78

総計

556,856④

D　個別貸倒引当金+
　要管理債権に対する
　一般貸倒引当金（*2）

7,615

12,807
（イ+ロ+ハ）

15,305

正常債権

528,744

（要管理先債権）

0.2%
(*4)

4.2%
[10.8%]

（*4）

39.0%
（*3）

22.4%
（*3）

　 要管理債権
　 に対する一般
　 貸倒引当金
　　　　　 2,875

要管理債権中の
担保・保証等に
よる保全部分

5,235（ハ）

要管理債権

12,469③
（15年3月末比△13,600）

要注意先

Ⅱ分類

正常先
債権

要管理先債権以外の
要注意先債権

担保・保証等により
回収可能部分

6,573（ロ）

担保・保証等に
より回収可能部分

3,497（イ）

非分類

自己査定における分類区分

危険債権

12,027②
（15年3月末比△9,268）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

3,616①
（15年3月末比△1,633）

金融再生法に基づく
開示債権

83.6%
（*3）

　　　　　4,557
　　　　　（*2）

必要額を
引当

5,454
破綻懸念先

100%
（*3）

　　　　　183
　　　　　（*2）

全額
償却
（*1）

全額
引当

119

破綻先

実質破綻先

正常先

　　　　　7,690

Ⅳ分類Ⅲ分類
引当率

引当金
残高

自己査定の
債務者区分

個
別
貸
倒
引
当
金

*1直接減額 8,894億円を
含む。

*2金融再生法開示対象外
の資産に対する引当を
一部含む（破綻先・実質
破綻先　64億円、破綻
懸念先　95億円）。

*3 ｢破綻先｣、｢実質破綻
先｣、｢破綻懸念先｣、
｢要管理先債権｣及び
｢要注意先債権(要管理
先債権を含む)｣は、担
保・保証等により回収
可能部分の金額を除い
た残額に対する引当率。

*4 「正常先債権」及び「要
管理先債権以外の要注
意先債権」は、債権額
に対する引当率。
但し、「要管理先債権以
外の要注意先債権」に
ついて、[　]内に、担保・
保証等により回収可能
部分の金額を除いた残
額に対する引当率を記
載。

*5担保・保証等により回
収可能部分の金額を除
いた残額に対する引当
率。

(単位:億円)

一
般
貸
倒
引
当
金

保全率：(B+D)/A

= 81.5%

16年3月末現在



（参考6）金融再生法開示債権　引当率・保全率

【BC単体】　38

59,203
52,613

28,112

13,847 12,315
5,256

31,620
25,456

15,305

13,774

14,909

7,615

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000
金融再生法開示債権残高

引当金

担保･保証等
アンカバー部分

49.9%

100.0%

75.9%

21.8%**

引当率

54.9%

100.0%

79.2%

33.7%

引当率

100.0%破産更生等債権

59.5%合計

83.6%危険債権

39.0%要管理先債権

引当率

(単位:億円)

14/314/314/314/3 15/315/315/315/3 16/316/316/316/3

*

*

*

引当率・・・担保・保証等により回収可能部分の金額を除いた残額に対する引当率　　保全率・・・債権額に対する、担保・保証等＋引当金の比率
* 金融再生法開示債権対象外の資産に対する引当を一部含む（16/3：破綻先・実質破綻先64億円　破綻懸念先95億円）　　　**わかしお銀行分を除く

保全率
76.7% 保全率

76.7%

保全率
81.5%
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（参考7）オフバランス化の進捗状況

△1,195

△10,472

△18,815

△6,900

△32,053

オフバランス化累計額オフバランス化累計額オフバランス化累計額オフバランス化累計額*2*2*2*2

97.0%　
7,114　　

12年度下期
新規劣化先

87.7%　
21,460　　

13年度
新規劣化先

86.4%　
12,122　　

14年度
新規劣化先

12.5%　
9,578　　

15年度
新規劣化先

98.7%　
32,478　　

12年9月末
既存先

16/316/316/316/3末達成率末達成率末達成率末達成率各期における対象残高各期における対象残高各期における対象残高各期における対象残高*1*1*1*1

（単位：億円）

*1 金融再生法開示債権における危険債権以下のオフバランス化対象残高。
*2 オフバランス化実績は、オフバランス化につながる措置を講じたものを含む。

15151515年度におけるオフバランス化：年度におけるオフバランス化：年度におけるオフバランス化：年度におけるオフバランス化：
△△△△20,47920,47920,47920,479億円億円億円億円

△1,022⑦業況改善

△2,844②再建型処理

△1,583
③再建型処理に
　 伴う業況改善

△10,965④債権流動化

+ 2,353⑤直接償却

△5,859⑥回収・返済等

△559①清算型処理



（参考8）業種別貸出金・金融再生法開示債権

【BC単体】　40

（注1）金融再生法開示債権には、貸出金の他、支払承諾見返、仮払金その他の与信性資産を含む。
（注2）引当率＝貸倒引当金／担保保証等控除後債権×１００。貸倒引当金は、個別貸倒引当金及び要管理債権に対して計上している一般貸倒引当金の合計額。

7,217 ▲6,14438.4%1,07323,853 ▲6,68117,172建設業

46 ▲3481.5%111,928 ▲5901,338農業、林業、漁業及び鉱業

20,576 ▲10,40963.0%10,16782,403 ▲12,45369,951不動産業

1,680 ▲1,13345.8%54754,196 ▲5,27148,925金融・保険業

5,400 ▲1,71252.5%3,68858,125 ▲3,20354,922卸売・小売業

1,357 ▲50344.2%85429,690 1,65731,347運輸・情報通信・公益事業

2,221 1,06472.3%3,28560,313 ▲2,37157,942製造業

51,120 ▲23,71759.3%27,403537,959 ▲58,444479,515国内店分（除く特別国際金融取引勘定）

15年3月末比引当率15年3月末比

15年3月末16年3月末15年3月末16年3月末

金融再生法開示債権残高貸出金残高

3,005 ▲57299.0%2,433166,143 ▲29,815136,328その他

----5,081 1,8006,882地方公共団体

9,617 ▲4,27356.9%5,34556,227 ▲1,51854,709各種サービス業

14 ▲7-72,361 ▲872,274金融機関

116 ▲222.3%1141,195 ▲558637政府等

1,493 ▲78464.7%71034,865 ▲6,27928,586海外店分及び特別国際金融取引勘定分

▲64,722

▲142

▲5,491

508,101

1,716

23,960

その他

商工業

合　計 52,613 ▲24,50159.5%28,112572,824 

----1,858 

1,363 ▲77578.5%58829,451 

(単位:億円)



（参考9）有価証券評価損益

41

15年3月末比

▲149416267▲188▲22530479その他

▲16059▲133▲10328▲74満期保有目的

Ｆ
Ｇ
連
結

Ｆ
Ｇ
連
結

Ｆ
Ｇ
連
結

Ｆ
Ｇ
連
結

▲3,0362,729▲3066,063▲2,1197,8755,756その他有価証券

▲2,7841,130▲1,6548,352▲6717,3696,698株式

▲591,1711,112▲2,144▲1,218186▲1,033債券

▲193429236▲146▲23032091その他

▲65▲02▲121その他の金銭の信託
▲3,0422,794▲2485,931▲2,2237,9065,683合計
▲2,7841,130▲1,6548,352▲6717,3696,698株式

▲591,2191,160▲2,278▲1,321203▲1,118債券

▲199445246▲143▲231334103その他

Ｂ
Ｃ
単
体

Ｂ
Ｃ
単
体

Ｂ
Ｃ
単
体

Ｂ
Ｃ
単
体

▲142400258▲189▲22429369その他

▲371,1241,087▲2,106▲1,181162▲1,019債券

▲2,5761,053▲ 1,5248,034▲6047,1156,511株式

▲65▲ 02▲121その他の金銭の信託
▲2,9732,627▲ 3456,284▲2,1138,0165,903合計

▲2,7552,577▲ 1795,739▲2,0097,5715,561その他有価証券

▲2116▲204621-417417子会社・関連会社株式

▲13938▲114▲10326▲76満期保有目的

評価損評価益評価損評価損評価損評価損評価益評価益評価益評価益

180

7,532

▲1,104

6,928

16161616年年年年3333月末月末月末月末

債券

株式

15年3月末

▲371,1521,115▲2,219▲1,284

▲2,7871,059▲ 1,7288,656▲604

(単位:億円)



（参考10）保有上場株式業種別ウェイト
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SMBCﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ

TOPIX構成銘柄

日経平均構成銘柄

１６年３月末　業種別構成比　（時価ベース）１６年３月末　業種別構成比　（時価ベース）１６年３月末　業種別構成比　（時価ベース）１６年３月末　業種別構成比　（時価ベース）

～～～～

×
（26%）



　法人部門営業店合計 法人営業部 ： 184　　法人営業所： 8　　分室： 34
ＢＳＰ ： 46

100億円以上コア　コア　コア　コア　コア　コア　コア　コア　

　顧客セグメント

ミドルⅠ　ミドルⅠ　ミドルⅠ　ミドルⅠ　ミドルⅠ　ミドルⅠ　ミドルⅠ　ミドルⅠ　

ミドルⅡ　ミドルⅡ　ミドルⅡ　ミドルⅡ　ミドルⅡ　ミドルⅡ　ミドルⅡ　ミドルⅡ　

スモール　スモール　スモール　スモール　スモール　スモール　スモール　スモール　

公共法人
(国・地方公共団体)

公共法人
(国・地方公共団体)

一
般
事
業
法
人
等

一
般
事
業
法
人
等

10億円未満

10億円以上

30億円以上

(16年3月末時点)

コア・ミドルコア・ミドルコア・ミドルコア・ミドル
主体主体主体主体

ミドル・ミドル・ミドル・ミドル・
スモールスモールスモールスモール
主体主体主体主体

スモールスモールスモールスモール
主体主体主体主体

公共公共公共公共専門部署専門部署専門部署専門部署

ミドルミドルミドルミドル
主体主体主体主体

　69

　72

43

46

4

8 14

20

法人部門貸出
に占める割合

48%

25%

10%

6%

11%

対応チャネル対応チャネル対応チャネル対応チャネル

企
業
の
成
長

商品

　
　
一
般
融
資

Ｎ
フ
ァ
ン
ド

ﾋﾞｼﾞﾈｽ
ｾﾚｸﾄ
ﾛｰﾝ

ミドル・スモール対応部室数計：164

企業規模
（年商）

法人営業部
ＢＳＰ

法人営業所 分室

（参考11）法人顧客セグメント／チャネル

43



・取組件数累計 約6万1千件
・取組額累計 約12,000億円　（16年3月末現在）

・新規先比率 5割　（約12,000社に新規貸出実施）

（参考12）ビジネスセレクトローン

【BC単体】　44

取組額取組額取組額取組額 / / / / 残高残高残高残高

・独自モデルに基づくスピード審査
・対象顧客は年商１０億円以下
・無担保・第三者保証不要
・小口分散化されたﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵでﾘｽｸｺﾝﾄﾛｰﾙ

BSLBSLBSLBSL商品概要　商品概要　商品概要　商品概要　（（（（16161616年年年年3333月末現在）月末現在）月末現在）月末現在）

新規先5万円、既存先1万円手数料

2.75%～

　・信用リスクに応じて変動

　・取引振りに応じて優遇有

貸出金利

5年以内貸出期間

無担保（期間3年迄）担保

第三者保証不要（代取保証要）保証

最大50百万円（毎月約定返済あり）貸出金額

全国 164

　 BSP・分室 80
　 法人営業部 76

法人営業所 8

取扱拠点

SMBC独自開発モデルリスク評価モデル

14年3月～取扱開始

BSLBSLBSLBSL

0

2,000

4,000

14／上 14／下 15／上 15／下

0

5,000

10,000

取組額

残高

（残高：億円）

14,000
件

10,000
件

20,000
件

15,000
件

取組
件数

（取組額：億円）



・取組件数累計 約5万8千件
・取組額累計 約28,000億円　（16年3月末現在）

・新規先比率 2割　（約2,000社に新規貸出実施）

（参考13）Nファンド等 *

【BC単体】　45

取組額取組額取組額取組額 / / / / 残高残高残高残高

審査基準を簡易化・標準化した貸金
（ポートフォリオ管理型貸金の考え方を反映）

・標準化した検討手法にてスピード審査

・年商基準無し
・無担保取組可(期間５年迄)
・リスク分散を効かせた与信

NNNNファンド商品概要　ファンド商品概要　ファンド商品概要　ファンド商品概要　（（（（16161616年年年年3333月末現在）月末現在）月末現在）月末現在）

最大20億円

「簡易判断型審査」

キャッシュフローと有利子
負債を用いた簡易審査

標準金利（2.50%～）
　・信用リスクに応じて変動

貸出金利

5年以内貸出期間

無担保可担保

信用リスクに応じて徴求保証

最大50億円貸出金額

法人営業部　184部取扱拠点

「標準判断型審査」

項目を標準化しプロセス
を定型化した定型審査

審査手法

15年4月～取扱開始

NNNNファンドファンドファンドファンド

0

5,000

10,000

14／上 14／下 15／上 15／下

0

5,000

10,000

15,000

取組額

残高

11,000
件

7,000
件

22,000
件

18,000
件

取組
件数

*Ｎファンド等：Ｎファンド、ミドルⅡファンド、ミドルⅠファンド、SMBC-CLO

（取組額：億円） （残高：億円）



（参考14）リスクテイク貸金のポートフォリオ

NNNNファンドファンドファンドファンド

　　

ビジネスセレクトローンビジネスセレクトローンビジネスセレクトローンビジネスセレクトローン

建設業
18%

小売業
10%

製造業
19%

サービス業等
26%

卸売業
18%

不動産業
4%

運輸業
5%

金融・ノンバンク・リースは対象外
不動産、建設、金融・ノンバンク・

リースは対象外

新規取引先
48%

既存取引先
52%

新規取引先
20%

既存取引先
80%

業種別比率
（16年3月末現在）

新規／既存比率
（16年3月末現在）

小売業
8%

その他
11%

卸売業
27%

製造業
31%

サービス業等
23%

46



預り資産預り資産預り資産預り資産

（参考15）個人業務

【BC単体】　47

前年度比15151515年度年度年度年度14年度

(単位:億円)

外貨預金

定期性預金

流動性預金

▲6,102131,861131,861131,861131,861137,963 

+9,701178,744178,744178,744178,744169,043 

+4,216316,318316,318316,318316,318312,102 個人預金

994

15,986 

5,096 

15年3月末

+3,21419,20019,20019,20019,200個人向け投資信託預り残高

+6175,7135,7135,7135,713

+2,8083,8023,8023,8023,802個人年金保険販売額（単年度）

15年3月末比16161616年年年年3333月末月末月末月末

貸出金貸出金貸出金貸出金

前年度比15151515年度年度年度年度14年度

(単位:億円)

うち自己居住用の住宅ローン

+3,858127,250127,250127,250127,250123,393 住宅ローン

13,097

13,266 

83,466 

15年3月末

▲1,75711,50811,50811,50811,508その他消費者ローン

+5,44988,91688,91688,91688,916

+3,65816,75516,75516,75516,755自己居住用の住宅ローン取組実績*

15年3月末比16161616年年年年3333月末月末月末月末

*住宅金融公庫のつなぎローンを除く



（参考16）個人顧客セグメント

48

資産
形成層

資産
形成層

勤労世帯主
退職者層等

ﾏｽ層ﾏｽ層
独身者層
学生
主婦等

ＰＢ層ＰＢ層

資産
運用層

資産
運用層

企業ｵｰﾅｰ
大口運用先

企業ｵｰﾅｰ
大口地権者
大口富裕者

セグメントセグメントセグメントセグメント 対象顧客対象顧客対象顧客対象顧客 ビジネスモデルの特徴ビジネスモデルの特徴ビジネスモデルの特徴ビジネスモデルの特徴

ﾏﾈｰﾗｲﾌ
ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

ﾛｰｶｳﾝﾀｰﾃﾗｰ

One’sﾀﾞｲﾚｸﾄﾌﾟﾗｻﾞ
ATMﾈｯﾄﾜｰｸ等

ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ
ﾊﾞﾝｶｰ

ｼﾆｱ
ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ
ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ
ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

当行対応者当行対応者当行対応者当行対応者

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
ビ
ジ
ネ
ス

決
済
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
ビ
ジ
ネ
ス

コアビジネスコアビジネスコアビジネスコアビジネス

約1,000人

約15万人

約800万人

約1,800万人

ｵｰﾅｰ・役員
医師・弁護士
資産家
富裕者

○主なターゲットは公開予定・公開後の成長企業
オーナー等

○専門性の高い経験豊富な人材を配備
　（証券・海外経験者、法人業務 に精通した
　 支店長経験者等)
○オーダーメイド型資産運用・資本政策サービス
を提供

○顧客別ポートフォリオ提案
　(資産負債の総合的管理)
○保有不動産の有効活用アドバイス

○リモートチャネル主体

○ライフステージに応じた相談業務
○「最適なチャネル」で「最適な商品・サービス」
を提供

　（MCデスク、ローカウンター、MCダイレクト等）



（参考17）個人チャネル　–　店舗・ＡＴＭ

【BC単体】　49

２４時間稼働拠点数

1097574889282ローンプラザ

1,1901,1391,1541,0905092うち＠ＢΛＮＫ

1,0129889669161010

1,9711,9521,9071,8311,5091,017店舗外ATM拠点数

6,9857,1647,5307,5838,2258,524ＡＴＭ台数

2,790

4,793

578

13/3

2,812

5,413

653

12/3

2,711

5,813

696

11/3

店舗外

店舗内

3,1963,2503,011

3,7893,9144,519

435437564国内本支店数 *

15/3 16/314/3

店舗・店舗・店舗・店舗・ATMATMATMATM台数の推移台数の推移台数の推移台数の推移

(単位:百万件)

17

12年度

1

11年度

－

10年度

343229＠ＢΛＮＫ利用件数

14年度 15年度13年度

＠Ｂ＠Ｂ＠Ｂ＠ＢΛΛΛΛＮＫの浸透ＮＫの浸透ＮＫの浸透ＮＫの浸透

*出張所・代理店等を除く



（参考18）投資信託・個人年金保険販売

【BC単体】　50

残高とマーケットシェアの推移残高とマーケットシェアの推移残高とマーケットシェアの推移残高とマーケットシェアの推移

販売関連収益の推移販売関連収益の推移販売関連収益の推移販売関連収益の推移

（注） 投資信託：国内公募投信＋外国投信　　個人向け、法人向け共に含む
*個人年金保険は14年度下期販売開始

171

238

15年度

+13734--個人年金保険

+84154124103投信販売関連収益

前年度比14年度13年度12年度

(単位:億円)

*

1.1 1.3
1.6 1.7

0.50.1

2.0

0.1

4.3%

3.5%

2.3%

1.9%

0.2%
0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

11/3 12/3 13/3 14/3 15/3 16/3

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%投資信託

個人年金保険

ﾏｰｹｯﾄｼｪｱ

(兆円)

（本邦投信預り残高、右軸）

4.5%4.5%4.5%4.5%



（参考19）リモートバンキング（One’sダイレクト）

【BC単体】　51

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000
One'sダイレクト契約者数

SMBCリモート取引計

インターネット、モバイル取引合計

テレホンバンキング取引合計

SMBCSMBCSMBCSMBCリモート取引契約者数・件数推移リモート取引契約者数・件数推移リモート取引契約者数・件数推移リモート取引契約者数・件数推移

契約者数 (単位:千人)月間取引件数 (単位:千件)

H13/4末 H13/9末 H14/3末 H14/9末 H15/3末 H15/9末 H16/3末

都銀初の取組
・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ(H9/1)
・ﾃﾚﾎﾝﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ(H9/6)



（参考20）三井住友カード

52

(単位:億円)

+2618618618618616096経常利益

+2518518518518516096営業利益

+421,2631,2631,2631,2631,2211,164営業収益

1,212万人

30,355

140

15年3月期

+2,22932,58432,58432,58432,58428,131カード取扱高

▲1412612612612644当期純利益

+63万人1,2751,2751,2751,275万人万人万人万人1,171万人カード会員数

前期比16161616年年年年3333月期月期月期月期14年3月期

業績推移業績推移業績推移業績推移 会社概要会社概要会社概要会社概要

(単位:億円)

16年3月末

100資本金

6,396総資産

1,727人従業員

16161616年度の注力施策年度の注力施策年度の注力施策年度の注力施策15151515年度の概況年度の概況年度の概況年度の概況

・過去最高益を達成・過去最高益を達成・過去最高益を達成・過去最高益を達成 （営業（営業（営業（営業////経常利益）経常利益）経常利益）経常利益）

　　- CRM戦略の実践によるﾒｲﾝｶｰﾄﾞ戦略の推進
　　- ｶｰﾄﾞ会員増強、利用率・利用単価向上に注力

・コンタクトセンターの開設・コンタクトセンターの開設・コンタクトセンターの開設・コンタクトセンターの開設
　　- 電話・Eメールでの顧客宛提案活動の実施

・ファイナンス商品の積極販売・ファイナンス商品の積極販売・ファイナンス商品の積極販売・ファイナンス商品の積極販売
　　- ｢ﾏｲ･ﾍﾟｲすﾘﾎﾞ｣・｢あとからﾘﾎﾞ｣の推進
　　　　

・｢マイ・メインカード化｣の推進・｢マイ・メインカード化｣の推進・｢マイ・メインカード化｣の推進・｢マイ・メインカード化｣の推進
　　- CRM戦略推進、ﾌｧｲﾅﾝｽ部門への戦略投資
　　- 顧客一人一人のﾗｲﾌｽﾃｰｼﾞ・ﾗｲﾌｽﾀｲﾙに密着

・・・・事務受託ビジネスの強化事務受託ビジネスの強化事務受託ビジネスの強化事務受託ビジネスの強化
　　- クレジットカード業務システムの活用

・個人情報の保護管理強化・個人情報の保護管理強化・個人情報の保護管理強化・個人情報の保護管理強化
　　　　



（参考21）三井住友銀リース

53

(単位:億円)

+711451451451457432経常利益

+28232232232232204169営業利益

+3805,5305,5305,5305,5305,1504,790営業収益

4,664

30

15年3月期

+8935,5575,5575,5575,5574,436リース検収高

+336363636321当期純利益

前期比16161616年年年年3333月期月期月期月期14年3月期

業績推移業績推移業績推移業績推移 会社概要会社概要会社概要会社概要

(単位:億円)

14,004ﾘｰｽ資産

16年3月末

826資本金

17,365総資産

926人従業員

16161616年度の注力施策年度の注力施策年度の注力施策年度の注力施策15151515年度の概況年度の概況年度の概況年度の概況

・ﾐﾄﾞﾙ・ｽﾓｰﾙﾏｰｹｯﾄ取引の拡大・ﾐﾄﾞﾙ・ｽﾓｰﾙﾏｰｹｯﾄ取引の拡大・ﾐﾄﾞﾙ・ｽﾓｰﾙﾏｰｹｯﾄ取引の拡大・ﾐﾄﾞﾙ・ｽﾓｰﾙﾏｰｹｯﾄ取引の拡大

・提携型リースの積極的展開・提携型リースの積極的展開・提携型リースの積極的展開・提携型リースの積極的展開
　　- SMBCとの協働体制強化・取扱拠点の拡大
　　- ｢ｾﾚｸﾄﾘｰｽ｣・｢販売ﾘｰｽ｣等の積極展開

・収益力向上に注力・収益力向上に注力・収益力向上に注力・収益力向上に注力
　　- ﾘｽｸに見合ったﾘﾀｰﾝの確保を徹底
　　　　

・ﾐﾄﾞﾙ・ｽﾓｰﾙﾏｰｹｯﾄ開拓の推進・ﾐﾄﾞﾙ・ｽﾓｰﾙﾏｰｹｯﾄ開拓の推進・ﾐﾄﾞﾙ・ｽﾓｰﾙﾏｰｹｯﾄ開拓の推進・ﾐﾄﾞﾙ・ｽﾓｰﾙﾏｰｹｯﾄ開拓の推進
　　- ｢ｾﾚｸﾄﾘｰｽ｣の取組強化等

・東京地区における営業戦力増強・東京地区における営業戦力増強・東京地区における営業戦力増強・東京地区における営業戦力増強

・ﾘｰｽｱｯﾌﾟ物件売却業務の強化・ﾘｰｽｱｯﾌﾟ物件売却業務の強化・ﾘｰｽｱｯﾌﾟ物件売却業務の強化・ﾘｰｽｱｯﾌﾟ物件売却業務の強化
　　　　



（参考22）日本総合研究所

54

(単位:億円)

▲ 267575757510196経常利益

0767676767675営業利益

+  3491,0511,0511,0511,051702674営業収益

78

15年3月期*

▲ 3840404040129当期純利益

前期比16161616年年年年3333月期月期月期月期14年3月期

16161616年度の注力施策年度の注力施策年度の注力施策年度の注力施策15151515年度の概況年度の概況年度の概況年度の概況

業績推移業績推移業績推移業績推移 会社概要会社概要会社概要会社概要

(単位:億円)

16年3月末

100資本金

739総資産

3,137人従業員

・・・・SMBCSMBCSMBCSMBCのｼｽﾃﾑ関連機能の移管・統合のｼｽﾃﾑ関連機能の移管・統合のｼｽﾃﾑ関連機能の移管・統合のｼｽﾃﾑ関連機能の移管・統合 （（（（15151515年年年年4444月）月）月）月）

　　- 営業収益の増加：約300億円
　　- ｢ｸﾞﾙｰﾌﾟIT会社｣として、SMFGｸﾞﾙｰﾌﾟの情報
　　　ｼｽﾃﾑ機能の中核に

・パッケージ商品の開発・販売・パッケージ商品の開発・販売・パッケージ商品の開発・販売・パッケージ商品の開発・販売
　　- ｵｰﾌﾟﾝ型次世代ｶｰﾄﾞ業務ﾊﾟｯｹｰｼﾞ｢JCIRIUS｣等
　　 （納期の短縮、ｺｽﾄﾀﾞｳﾝ等の顧客ﾆｰｽﾞに対応）
　　　　

・・・・SMBCSMBCSMBCSMBCｼｽﾃﾑ部門統合効果の早期実現ｼｽﾃﾑ部門統合効果の早期実現ｼｽﾃﾑ部門統合効果の早期実現ｼｽﾃﾑ部門統合効果の早期実現

　　- SMBCと日本総研の金融ｼｽﾃﾑ / ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
　　　ｻｰﾋﾞｽﾉｳﾊｳの融合

- ｼｽﾃﾑ資源の集約による効率化

- ｽｹｰﾙﾒﾘｯﾄを活かしたﾊﾞｲｲﾝｸﾞﾊﾟﾜｰの発揮

*会社分割前との合算ベース



各業務において、連携実績は着実に増加各業務において、連携実績は着実に増加各業務において、連携実績は着実に増加各業務において、連携実績は着実に増加

　・普通社債引受業務　・普通社債引受業務　・普通社債引受業務　・普通社債引受業務

　SMBCの紹介による引受案件数：

14年度→15年度で約2割増加

　・新規公開業務　・新規公開業務　・新規公開業務　・新規公開業務

　SMBCの紹介による主幹事指名獲得数：

13年度→15年度でほぼ倍増

（参考23）大和証券SMBC

普通社債主幹事（普通社債主幹事（普通社債主幹事（普通社債主幹事（15/415/415/415/4----16/316/316/316/3）））） ****

55

64 

166 

954 

1,109 

74 

219 

443 

521 

1,183 

15年3月期

＋1591,1131,1131,1131,113903 販売費・一般管理費

＋253419419419419132 経常利益

＋215658658658658261 トレーディング損益

＋164685685685685547 受入手数料

＋54273273273273287 金融収益

＋209595959568 金融費用

(単位：億円)

＋4341,6171,6171,6171,6171,095 営業収益

＋4131,5221,5221,5221,5221,027 純営業収益

前期比16161616年年年年3333月期月期月期月期14年3月期

＋16923223223223254 当期純利益

*Thomson Deal Watch調べ

新規公開公募・売出ﾌﾞｯｸﾗﾝﾅｰ（新規公開公募・売出ﾌﾞｯｸﾗﾝﾅｰ（新規公開公募・売出ﾌﾞｯｸﾗﾝﾅｰ（新規公開公募・売出ﾌﾞｯｸﾗﾝﾅｰ（15/415/415/415/4----16/316/316/316/3）））） ****

14.9%13,724億円みずほ証券3.

11.8%10,896億円三菱証券4.

20.7%20.7%20.7%20.7%19,03719,03719,03719,037億円億円億円億円大和証券大和証券大和証券大和証券SMBCSMBCSMBCSMBC1.1.1.1.

19.5%17,943億円野村證券2.

シェア引受金額

11.3%10,407億円日興ｼﾃｨｸﾞﾙｰﾌﾟ証券5.

25.9%1,717億円野村證券3.

4.2%277億円ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ証券4.

30.3%30.3%30.3%30.3%2,0112,0112,0112,011億円億円億円億円大和証券大和証券大和証券大和証券SMBCSMBCSMBCSMBC1.1.1.1.

27.5%1,826億円日興証券2.

シェア引受金額

2.6%170億円新光証券5.

業績推移業績推移業績推移業績推移 SMBCSMBCSMBCSMBCとの連携実績との連携実績との連携実績との連携実績



本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記述は将来の業績を保証
するものではなく、リスクと不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境に関する
前提条件の変化等に伴い、予想対比変化し得ることにご留意ください。


